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序     文 
 

タンザニア連合共和国は、2000 年以降、実質 GDP 成長率が 7％前後の経済成長を続けています

が、労働人口の 4 分の 3 が農業セクターに従事するなど農業経済中心の経済となっています。し

かし、農業セクター中心の経済は、経済成長が天候と市場に大きく左右される傾向があることか

ら、同国の経済成長と貧困削減のためには農業生産性向上による農業セクターの成長とともに製

造業セクターの発展が不可欠となっています。 

しかし、タンザニア連合共和国の製造業の大多数を占める従業員 10 名以下の中小零細企業は、

経営能力や製品の品質・生産性に課題を抱えており、製造業セクターの発展のためには基礎イン

フラの整備、金融セクターの開発などに加えて、企業の競争力強化のために必要な技術・経営に

関する知識の移転が必要となっています。 

これまで、タンザニア連合共和国産業貿易省は、中小企業振興公社を通じて、中小零細企業の

振興に関する政策の立案・実施を行ってきましたが、中小企業に対する支援を強化するため、日

本の品質・生産性向上に着目し、当該分野に係る体制整備や技術指導に関する支援を日本政府に

対して要請しました。 

この要請に基づき、国際協力機構は 2012 年 1 月にタンザニア連合共和国に調査団を派遣し、要

請の背景や現状を確認するととともに、プロジェクトの計画策定に必要な情報・資料を収集・分

析し、先方機関とプロジェクトの内容について議論を行いました。 

本報告書は、同調査団の調査結果及び調査終了後にタンザニア政府との間で合意したプロジェ

クトの内容を取りまとめたもので、本プロジェクトの円滑な実施に寄与するとともに、両国の友

好、親善の一層の発展に役立つことを願うものです。 

調査団派遣にご協力いただいた日本・タンザニア両国の関係各位に対し、深甚の謝意を表すと

ともに、今後のプロジェクトの実施にあたり、引き続きのご支援、ご協力をお願い申し上げます。 

 

平成 24 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
産業開発・公共政策部長 入柿秀俊 
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第１章 詳細計画策定調査団について 
 

１－１ 調査団派遣の背景 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）経済は 2000 年代に入ってから順調に成

長を続けており、2000 年以降実質 GDP 成長率は 7％前後を記録しているが、貧困率は 34.0％（2009

年暫定値）1と依然として高く、労働人口の 4 分の 3 が従事している農業セクターの成長が同国の

貧困削減の成否を左右している。しかし、農業セクター中心の経済では、成長が天候と市場に左

右されることから、同国の成長と貧困削減のためには、農業生産性向上による農業セクターの成

長とともに製造業セクターの発展が不可欠となっている。 

タンザニアの製造業者の 97％は従業員数 10 名未満の小企業、88％は従業員数 5 名未満の零細

事業者であるが、中小零細製造業企業の多くは経営能力や製品の品質・生産性に課題を抱えてい

る。これに対し、タンザニア産業貿易省（Ministry of Industry and Trade：MIT）は中小企業振興公

社（Small Industries Development Organization：SIDO）を通じて、中小零細製造業企業に対して事

業運営に必要な技術・経営指導、施設提供を行っているほか、基礎インフラ、産業クラスター、

金融支援制度の整備など、事業環境の改善にも努めているが、質・量ともに十分でなく、製造業

セクターの発展のため、更なるビジネスサポートの機会を提供する必要性が認識されている。 

わが国は、2008 年 1 月からタンザニアの MIT に産業政策アドバイザーを派遣し、事業環境の

整備、金融アクセスの向上を含む産業政策の立案・実施能力向上の支援をしているが、日本の品

質・生産性向上に係る経験を踏まえ、MIT は製造業者に対する品質・生産性向上の支援を強化す

るための協力をわが国に対して要請した。 

 

１－２ 調査の目的 

本調査は、タンザニア側から提出された要請内容の確認と政府内における位置づけ、また関連

機関の調査を行い、想定される協力の枠組み、実施体制、協力範囲、実施スケジュール等に関し

同国関係者と協議を行い、プロジェクト計画に関する確認・合意事項を協議議事録（M/M）に取

りまとめるとともに、プロジェクトの事前評価を実施するための情報収集を行うために実施され

た。 

しかし、調査期間内に調査団とタンザニア政府との間でプロジェクト計画に関する合意には至

らず、調査団帰国後に JICA タンザニア事務所とタンザニア政府との間で協議を続けた結果、2012

年 11 月 14 日に R/D 署名を行った。 

 

１－３ 調査日程 

現地調査は 2012 年 1 月 15 日から 1 月 31 日までの期間で実施された。調査日程の概要は、次の

とおりである。 

 

日 程 訪 問 先 

1 月 15 日 ダルエスサラーム到着 

1 月 16 日 JICA タンザニア事務所 

                                                        
1 食料支出及び非食料支出を合算した最小費用法（Cost of Basic Needs Approach）に基づく貧困率。 
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MIT（産業貿易省） 

SIDO（中小企業振興公社） 

1 月 17 日 MIT 

CBE（経営教育大学） 

KOICA（韓国国際協力団） 

UNIDO（国連工業開発機関） 

1 月 18 日 現地企業訪問 

1 月 19 日 JICA タンザニア事務所 

現地コンサルタント訪問 

現地企業訪問 

1 月 20 日 MIT 

SIDO 

CBE 

1 月 21 日 アルーシャ訪問 

1 月 22 日 文書整理 

1 月 23 日 商工会議所 

協同組合 

SIDO 

1 月 24 日 現地企業訪問 

日本企業訪問 

1 月 25 日 在タンザニアデンマーク大使館 

現地企業訪問 

1 月 26 日 保健人材開発強化プロジェクト専門家 

MIT 

1 月 27 日 モロゴロへ移動 

SIDO（モロゴロ事務所） 

現地企業訪問（モロゴロ） 

ドドマへ移動 

1 月 28 日 SIDO（ドドマ事務所） 

現地企業訪問（ドドマ） 

1 月 29 日 現地企業訪問（ドドマ、モロゴロ） 

ダルエスサラームへ移動（モロゴロ経由） 

1 月 30 日 MIT 

1 月 31 日 MIT 

在タンザニア日本大使館 

JICA タンザニア事務所 

ダルエスサラーム発 

2 月 1 日 東京着 
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１－４ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 期 間 

総括/団長 本間 徹 JICA 国際協力専門員 2012 年 1 月 18 日～2 月 1 日 

企画協力 鈴木 絵美里 
JICA 産業開発・公共政策部 

産業・貿易課 調査役 
2012 年 1 月 18 日～2 月 1 日 

評価分析 石坂 浩史 アイ・シー・ネット株式会社 2012 年 1 月 14 日～2 月 1 日 

中小零細 

企業診断 
鹿子木 基員 個人 2012 年 1 月 14 日～2 月 1 日 
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第２章 プロジェクト実施の背景 
 

２－１ タンザニアの社会経済状況 

タンザニアは 1964 年にタンガニーカ（本土）とザンジバル（島嶼）が合併してできた連合共和

国である。面積は 94.5万 km2で日本の約 2.5倍になる。人口は 4,370万人、国民総所得（Gross National 

Income：GNI）は 214 億 US ドルで、1 人当たり GNI は 490US ドルである。主要開発指標は表－

１に示すとおりである。 
 

表－１ 主要開発指標 

区 分 タンザニア 
サブサハラ 

アフリカ 
低所得国 

GNI（2009 年）（10 億 US ドル） 21.4 946 433 

1 人当たり GNI（2009 年）（US ドル） 490 1,126 512 

人口（2009 年）（百万人） 43.7 840 846 

平均人口増加率（2003～2009 年）（％） 2.8 2.5 2.2 

平均寿命*（年） 56 52 57 

乳幼児死亡率*（出生 1,000 件当たり） 68 81 76 

5 歳未満児栄養失調割合*（％） 17 25 28 

改善された水源を利用できる人口*（％） 54 60 64 

15 歳以上人口識字率*（％） 73 62 66 

注*：2003 年から 2009 年のいずれか最新年のデータ。 
出所：世界銀行ウェブサイト“Tanzania at a glance 2/25/11” 
 

表－２に、国民総生産（Gross Domestic Product：GDP）に占める各産業の割合を示した。労働

人口の 8 割弱が従事する農業部門は、GDP への貢献は 3 割に満たない。主要作物はコーヒー、サ

イザル麻、茶、綿花、カシューナッツ、タバコ、クローブ、メイズ、キャッサバであるが、近年、

ヒマワリの栽培が増えている。鉱工業部門は GDP の 2 割強を占め、農産加工、ダイヤモンド、金、

セメント、石油精製、製靴、繊維、木製品が主な産業である。観光業を含むサービス業部門は GDP

の 4 割強を占める。 
 

              表－２ GDP に占める各産業の割合        （単位：％） 

区 分 
実績（年） 推定 予測 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 

農業・狩猟・林業 26.2 25.8 25.7 24.6 21.9 21.4 

水産業 1.3 1.3 1.2 1.4 1.4 1.4 

工業・建設業* 20.8 21.2 21.0 22.0 20.8 21.1 

（製造業） (7.8) (7.8) (7.8) (8.6) (9.3) (9.5) 

サービス業 43.3 43.3 43.8 43.6 47.1 47.5 

全体 100 100 100 100 100 100 

注*：工業・建設業は製造業を含む。 
出所：タンザニア財務省「開発 5 カ年計画枠組みに基づく 2011/12 年度計画・予算作業指針」 
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過去 5 年間の経済成長率は 6.0～7.4％で推移している。表－３に実質経済成長率の推移を示し

た。鉱工業部門とサービス業部門は全体の伸びを上回る一方、農業部門の成長は経済全体の成長

を大きく下回っている。成長を引っ張っているのは、鉱物資源、建設、通信、金融の各分野で、

製造業、運輸交通、観光も好調である。 

 

                 表－３ 実質経済成長率          （単位：％） 

区 分 
実績（年） 推定 予測 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 

農業・狩猟・林業 3.8 4.0 4.6 3.2 4.1 4.3 

水産業 5.0 4.5 5.0 2.7 4.2 4.2 

工業・建設業* 8.5 9.5 8.6 7.0 8.0 8.1 

（製造業） (8.5) (8.7) (9.9) (8.0) (8.7) (8.8) 

サービス業 7.8 8.1 8.5 7.2 8.1 7.6 

全体 6.7 7.1 7.4 6.0 7.0 6.8 

注*：工業・建設業は製造業を含む。 
出所：タンザニア財務省「開発 5 カ年計画枠組みに基づく 2011/12 年度計画・予算作業指針」 

 

タンザニア経済は、2009 年こそ世界規模の景気後退の影響を受けて成長が鈍化したが、2000

年代に入ってから順調に成長を続けている。しかし、貧困は期待するほど削減できていない。2007

年の家計調査（Household Budget Survey）によると、タンザニア本土の貧困率は、2001 年の 35.7％

から 2009 年の 34.0％へとわずかに改善されたにすぎない。人口の多くが農業に従事しているこ

とと、農業部門の成長が鈍いことが一因と考えられている。 

 

２－２ タンザニアの開発計画 

（1）タンザニア開発ビジョン 2025 

1999 年に制定された「タンザニア開発ビジョン 2025」（The Tanzania Development Vision 

2025：TDV2025）は、タンザニアの 2025 年までの社会経済開発の方向性を示す文書であり、

現在も各種政策の基礎となっている。ビジョン 2025 は 3 つの大きな目標を掲げている。①生

活の質の向上、②グッドガバナンスと法の支配の確保、③強く競争力のある経済の確立であ

る。製造業と関係がある 3 つめの目標については、2025 年までに中進国と同等な産業を有す

る準工業国となること、年平均 8％以上の経済成長を維持できるようになることなどが具体

的目標として設定されている。 

 

（2）成長と貧困削減のための国家戦略 

「タンザニア開発ビジョン 2025」を実現するために、2000 年に「貧困削減戦略」（Poverty 

Reduction Strategy）が策定された。続いて、2005 年に「成長と貧困削減のための国家戦略」

（National Strategy for Growth and Reduction of Poverty：NSGRP）（通称 MKUKUTA）、2010

年に「成長と貧困削減のための第 2 次国家戦略」（NSGRP II）が策定されている。NSGRP II

は、経済成長の加速、貧困の削減、生活水準と福祉の向上、グッドガバナンスとアカウンタ
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ビリティに焦点を当てた 2010/11 年度から 2014/15 年度までの 5 カ年の開発計画である2。 

NSGRP II は、①所得貧困削減のための成長、②生活水準と社会福祉の向上、③グッドガバ

ナンスとアカウンタビリティの 3 つのクラスターに課題を分け、合計 16 の大目標を立てた。

製造業に関する課題は 1 つめのクラスターで取り上げられ、「包括的、持続的で、雇用促進

効果がある成長と開発の推進を通じて所得貧困を削減する」という大目標の下に位置づけら

れている。NSGRP II は経済全体の成長率を 2009 年の 6％から 2015 年までに 8～10％に伸ば

すという目標を設定しているが、製造業については成長率を 2009 年の 8％から 2015 年まで

に 15％に伸ばすとしている。 

製造業に関する重点投資分野には、①農産加工産業（サイザル麻、種子油、野菜・果物、

繊維、カシューナッツ、牛肉）、②農業投入産業（肥料）、③基幹産業（石炭、鉄、ソーダ

灰）、④鉱物加工プラント（宝石細工）が挙げられている。付加価値の高い農産加工と中小

企業の振興を重点的に行い、国内で製造された商品について、国内市場に加えて、東アフリ

カ共同体（East Africa Community：EAC）や南部アフリカ開発共同体、さらには世界市場で

の競争力を確立していく方針も示されている。 

 

（3）タンザニア開発 5 カ年計画 

2011 年 6 月に、2011/12 年度から 2015/16 年度までの「タンザニア開発 5 カ年計画」（The 

Tanzania Five Year Development Plan：FYDP）が発表された。FYDP は、「タンザニア開発ビ

ジョン 2025」を実現するためのロードマップという位置づけであり、タンザニア政府はビジ

ョン 2025 の目標達成に向けて、今後は 5 年ごとに計画を策定していく方針である。 

先に述べたとおり、タンザニア政府は、ビジョン 2025 の達成手段として貧困削減戦略を 3

回にわたって策定している。しかし、貧困削減戦略は、1980 年代後半から行われた構造調整

政策に伴う貧困層の痛みを緩和することに重きを置いたため、開発課題の優先順位づけやビ

ジョン 2025 の目標を達成するための具体的施策の打ち出しという点について、不十分であっ

たと考えている。貧困削減戦略はドナーとの債務削減に合意するためにつくった計画であり、

タンザニアが成長するための課題を十分検討できていなという見解もある。こうしたなか、

FYDP は、タンザニアを 2025 年までに中進国入りさせるために必要な施策を記した開発計画

として策定された。計画の実行には、5 年間で 42.98 兆タンザニアシリング（TZS）3、約 2 兆

円の資金が必要とされている。 

FYDP では、計画期間中の目標として年間平均 GDP 成長率を 8％に設定している。これは、

1 人当たりに換算すると 5％になる。この目標達成のために、製造業の年間成長率は 8％から

12.1％に伸びる必要があるとしている。FYDP は、タンザニアの製造・輸出構造を市場動向

に合致した形に変革することを目標に掲げ、自立的な産業化と輸出主導型成長を確立するた

めの基礎を築くことに重点を置く。製造業に関する 2015/16 年度までの数値目標としては、

①5 年間の年間平均成長率を 11％以上、②対 GDP 構成比を 12.9％、③対輸出総額構成比を

19.1％、④雇用を 12 万人から 22.1 万人以上にすることが挙げられている。 

FYDP は、製造業の発展のためには、電力・運輸インフラの改善に加えて、農業開発と同

調した産業振興を行うことが重要だと指摘している。①農産加工振興は農産物の需要を拡大

                                                        
2 タンザニアの予算年度は 7 月に始まり 6 月に終わる。 
3 2012 年 2 月 1 日現在、1 タンザニアシリング（TZS）は 0.04853 円である。 



－7－ 

する一方、農業振興は農産物の供給を拡大する、②農業振興により農業の生産性が向上する

と、余剰労働力を製造業に振り向けることができる、③タンザニアの自然環境と資源を活用

した優位性の高い産業の育成につながることが主な理由である。そのうえで、①ビジネス環

境の改善、②経済特区、輸出加工区の設定、③官民パートナーシップの促進を重視するとし

ている。 

FYDP では、製造業については 45 の事業を計画している。5 年間の計画実行に必要な資金

は 1.51 兆 TZS である。このなかには「カイゼン・マネジメント・セミナーの制度化」とい

う事業が含まれ、5 年間で 450 億 TZS の予算が必要とされている。 

 

２－３ タンザニアの産業政策 

（1）持続的産業開発政策 

1996 年に制定された「持続的産業開発政策」（Sustainable Industries Development Policy：

SIDP 1996-2020）は、長く続いた社会主義体制とは変わって、経済活動の主体は政府ではな

く民間であるとの立場を明確にして、2020 年までの産業開発の方向性を示している。政策の

大きな目的は、①人間開発と雇用創出、②持続的経済成長達成のための変革、③国際均衡、

④公平な開発への貢献である。 

SIDP は、1996 年から 2000 年までを第 1 フェーズ、2000 年から 2010 年までを第 2 フェー

ズ、2010 年から 2020 年までを第 3 フェーズとして、既存の産業設備の復旧と国営企業の民

営化から始めて、優位性が見込める中間財などの製造能力の開発、基礎的資本財の本格的生

産へと産業の高度化を進める計画である。こうした計画を支えるために、市場メカニズム、

産業保護、貿易政策、財政政策、金融政策、投資促進政策、基準と品質保証、インフラ整備、

人材開発、労働政策、調査・研究、規制など、幅広い分野について方針を示している。ほか

に特記事項として、国内資源を活用する産業を振興すること、中小企業とインフォーマルセ

クターで雇用を創出すること、女性・若者・障害者のための技術・産業を振興することを重

視するとしている。 

 

（2）中小企業開発政策 

「中小企業開発政策」（Small and Medium Enterprise Development Policy：SME Policy）は、

インフラ整備、適切なサービス提供、建設的な制度枠組みの整備を通じて、競争力のある中

小企業を育成するために、2002 年に制定された。その大きな目的は、雇用創出と所得向上で

ある。タンザニアを 2025 年までに準工業国化する、という「タンザニア開発ビジョン 2025」

にうたわれた目標に沿った政策である。政府は、①規制緩和と手続きの簡素化、②インフラ

整備、③金融を含むサービスへのアクセス改善、④ビジネス研修提供機関の能力強化、⑤情

報へのアクセス改善、⑥新技術へのアクセス改善、⑦マーケットへのアクセス改善、⑧金融

仲介機関の創設、⑨中小企業を支援する機関・組合の強化、⑩農村部での製造業の設立促進

に取り組むとしている。 

 

（3）国家貿易政策 

2003 年に制定された「国家貿易政策」（National Trade Policy）は、「タンザニア開発ビジ

ョン 2025」に従い、貿易により経済の発展、そして貧困の削減に貢献するという大きな目的
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を有している。加えて、①企業の競争力の向上、②多国間貿易システムに効果的に参加でき

る体制の構築、③付加価値向上による輸入収益の向上、④輸出指向型産業への投資促進、⑤

長期的な貿易収支の均衡が政策の目的として掲げられている。具体的な目標には、貿易の年

間成長率を 14％以上に向上・維持して、加工品の輸出額を 10 年ごとに倍増させることが含

まれている。こうした目的や目標を達成するための施策には、輸出加工区の設定が含まれ、

ここでは国内資源を活用した繊維、革製品、農産加工などの産業を重点的に振興するとして

いる。主として国内資源を利用するセクターを優先的に投資促進の対象にするという記述も

ある。 

 

（4）総合産業開発戦略 

「総合産業開発戦略 2025」“Integrated Industrial Development Strategy 2025：IIDS”は、SIDP

の目的を達成するための具体的戦略を明示し、「タンザニア開発ビジョン 2025」の実現に貢

献することを目的として、2011 年 12 月に制定された。目標には、2025 年までに製造業につ

いて、①平均年間成長率 15％を達成する、②GDP に占める割合を 23％まで高める、③生産

高 168 億 US ドルを達成する、④輸出高 67 億 US ドルを達成することが掲げられている。主

な戦略は、①周辺国を含めた物流拠点の整備、②クラスター形成による産業振興、③農業開

発と連動した産業化の推進、④国内資源を活用した産業化の推進、⑤インフラや金融制度の

整備を含むビジネス環境の改善である。 

重点的に振興する分野は、①肥料・化学、②繊維、③農産加工、④革製品、⑤軽機械、⑥

鉄鋼、⑦観光関連産業である。農産加工については、ヒマワリ油をはじめとした食用油、カ

シューナッツ、果物、乳製品の加工を重視している。軽機械については、農業生産と農産加

工に必要な機械の製作を振興する方針である。 

IIDS には、付録としてアクションプランが含まれる。これには 50 の優先アクションに関

する記述がある。IIDS 本文に掲げられた戦略すべてをすぐに実行することは困難なため、特

に優先度が高いアクションを集めたものである。そのなかには、タンザニア・カイゼン・ユ

ニット（Tanzania Kaizen Unit：TKU）を立ち上げて、「産業貿易省のカイゼン」と、「カイ

ゼン・マネジメント・セミナーの制度化」というプロジェクトを実施する計画が含まれてい

る。前者は産業貿易省（MIT）への 5S（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）運動の導入、後

者は中小企業振興公社（SIDO）職員と民間コンサルタントをカイゼントレーナーに養成して、

企業にカイゼン指導を行うことなどを目標としている。 

 

（5）産業貿易省（MIT）の戦略計画 

MIT の 2011/12 年度から 2015/16 年度までの戦略計画（Strategic Plan）は、「タンザニア開

発ビジョン 2025」、NSGRP II、FYDP、政権公約を踏まえて策定された中期戦略である。MIT

の予算要求の根拠であり、政策目標達成度をモニタリングするツールでもある。MIT が日本

に要請したプロジェクトとの関連では、「産業セクター開発の促進」という目的の下に「製

造業の生産性を向上するために必要な支援を提供する」という戦略があり、「2016 年 6 月ま

でに 250 社がカイゼンを実施する」という目標が設定されている。 
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指摘もある。国家の最重点施策、“KILIMO MWANZA”（農業第一）の結果、農業の収率向上とと

もに発生する未熟練労働力を吸収して地方の工業化に貢献するように調整していくことは、この

国のバランスのとれた成長のために極めて重要である。BRELA に登録されている従業員 100 名

以上の大企業は 202 社（表－８）で、そのうちの約半数 94 社はダルエスサラームにある。10 社

以上大会社がある地域は 6 地域で、大企業が 1 社もない地域は 6 地域ある。 

BRELA に登録されている 5,520 製造業事業所の詳細は（表－６）に示すとおりである。 

 

表－６ Registered manufacturing entities by sub-sector 

 
出所：Central Register of Establishments, June 2008 

 

表－７ Number and percentage of enterprises by number of workers 

 
出所：Business Survey 2007 - 08, NBS 
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表－８ Large Scale Manufatures (over 100 workers) 

 
出所：Central Register of Establishments, June 2008 

 

図－６は、輸出の伸びと輸出の中に占める製造業のシェアを示している。2007 年以来急速に伸

びた輸出の原因は農業が好調だったためで、製造業もシェアを伸ばしている。 

 

 
出所：Bank of Tanzania 

図－６ Tanzania Exports of manufactured products 
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農産物加工サブセクターは、産業セクターの約 70%を占めている。このことはタンザニアの経

済にとって農業の役割が重要なことを示している。 
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調査した製造業の 21%は、興味深いことに、最近の 5 年間（2005/6～2009/10 年）に設立された

ものであった（41.4%が 1995/6～2004/5 年の 10 年間に設立）。これらは生産や輸出の能力をもつ

勢力である。 

経営の所有権に関しては、鉱工業セクターの大規模企業の大部分は、能力規模の異なる私企業

であった。零細、小規模の製造業の大部分は地域の地元の人により経営されている。このことは

地域の人が、地元起業家層の改善の結果として、製造業に積極的に参加していることを示してい

る。 

民間主導の工業化を推進する改革後の産業諸施策の実施が、地域の民間企業の参加増加の追加

的な地盤になった可能性がある。短期銀行融資へのアクセス改善及び設備が零細・小規模企業が

製造に参加するのを加速したと調査会社は報告している。しかし、おそらく非競争的な金融市場

であるために、これらの企業が普通の長期ローンを利用するについては制約がある。 

2008 年の全産業セクターの平均稼働率は、約 42%と低かった。しかし、これは 1980 年代、1990

年代に比べれば改善である。製造業においては、機械故障による操業停止が相当あった。停電・

電圧変動や断水による操業低下や、井戸掘り、ポンプ、発電機によるコストアップ、貧困な技術、

道路事情の不良による運輸コスト増、荷役業務の停滞も稼働率悪化の原因になっている。 

2008 年の輸出の 42.9%は、食品であった。金属（除く貴金属）、繊維類、基礎薬品及び薬品原

料は、食品に次いだ。外国市場に参入しようとすることで、企業は厳しい競争にさらされ、競争

力の向上への選択を迫られる。 

調査の結果が示すところでは、産業は本格的で近代的な雇用のための大きな社会経済的部門で

ある。2008 年 6 月 30 日現在、調査の対象となった 729 企業に 11 万 839 名が雇用されていた。そ

のうち 98.9%の 10 万 9,582 名がタンザニア人で、1.1％の 1,257 名が外国人だった。2008 年 12 月

31 日現在では、同 729 企業に 11 万 2,073 名が雇用され、そのうち 98.1%の 10 万 9,831 名がタン

ザニア人で、1.1%の 1,242 名が外国人となった。性別では、2008 年において、製造業の従業員の

30%が女性である。しかし、女性の雇用については、サブセクター間の差違が大きい。タバコ、

繊維類、プラスチックでは女性の雇用が多く、予想されたことだが、金属大手、鉱業、金属製品

サブセクターで、女性の雇用は少ない。 

飲料、タバコ類、卑金属製品のようなサブセクターの労働生産性は比較的高い。大企業は、高

度な技術を用いて、雇用を減らしているため、中小企業、零細企業より労働生産性が高い。しか

しながら、大規模製造業でも技術が貧困な企業は、労働生産性が低い。 

タンザニアの製造業が消費するインプットは、材料、中間財、エネルギー、産業サービス、非

産業サービス、その他である。調査の結果、材料と中間財合わせて 64.8％、次いでその他費用

11.04%、非産業サービス 10.2%、エネルギー10.2%である。これからタンザニアの製造業は材料集

約的であるといえる。エネルギーコストのうち 61.9%が電気である。製造業の課題の 1 つは、電

気代と電力供給の安定性である。材料供給の 81.3%は国内産で、残りの 18.7%は輸入された中間

財である。農産物（Natural 及び Raw）は、2 つの主要な地域で産出される国内材料である。 

材料コストとは別に、産業セクターは、金利支払い、配当、保険料、所得税、消費税を負担す

る。調査の結果は、税金の合計は、その他の全費用の 56.2%にのぼっている。 

仕掛かり資産のなかに材料が占める割合は、鉱業では 64%、製造業では 59%、公益（utility）

では 32%となっている。2008 年の実績で、製造業の最終製品の仕掛かり資産に占める割合は、2

番目に多い 30%である。この分析は近代産業と市場の複雑な関係が仕掛かり品数量を維持せざる
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を得ないという問題を惹起していることを示している。市場縮小局面での過大在庫は利益低下の

原因となり、市場拡大局面での過小在庫は競争での売り負け、利益減少の原因になる。 

企業のオーナーシップについては、鉱業では約 40%が外資または外資系である。製造業では 80%

強が国内資本または合弁、電気・水では 90%が国内資本で、約 4 分の 1 が公営である。 

製造業は、技術集約度の高いものと低いものに二分される。1 つは資源依存の農産物の加工品

だが、コーヒー、茶、タバコ、綿、食品、資本・規模・技術集約的なもので大企業の AZAM がそ

の事例である。2 つめは、低レベルの技術による製造で、主に、繊維、衣類、履き物その他の皮

革製品、単純な金属製品、プラスチック製品、家具である。これらの製品については技術も設備

も一般化しており、研究開発やスキルを必要としない。労働コストが主要なコスト要因で、差別

化しにくい。参入するのは易しいが近隣の東アフリカ共同体（EAC）の国々との値段の競争にな

る。 

製造業の成果としては、販売金額（国内と輸出）生産性等、生産性、雇用創出などが重要な要

素である。しかしながら、量的に伸びない生産性向上は、雇用を減少する。表－９にみるように、

製造業においては各サブセクターでの雇用の伸びはわずかである。 

 

表－９ Employment in selected manufacturing industrial sub-sectors, 2005-2008 

 
出所：URT, Economic Surveys, 2003-2009 

 

調査対象企業の固定資産の大部分は機械・装置である。回答者との対話の結果、この投資また

は支出は再生産のために必要であることを示している。一方、原価償却の費用は鉱業、電気、水

セクターにおいて高い。この関係が投資余力となっている。この投資余力は、製造業者にとって

も、競争力維持のための装置更新のために決定的に重要である。 

調査対象企業の 46.5%がいずれかの産業支援業界団体の会員であり、53.5%はいずれの民間業界

団体の会員にもなっていないことが分かった。この結果から、多くの産業が業界団体抜きで運営

されており、業界の存在が知られていないことが主要な理由であることが分かった。業界活動は、

技術・市場環境に関する情報共有のために重要である。 

タンザニアには産業の発展を阻害する制約や課題がある。これらの課題が製造業の低い生産性

の原因となってきた。その結果、既存の企業は能力以下の操業をしている。技術的能力に制約が

ある、遅い成長速度、産物に対して付加価値の低い農業依存にとどまっている。今後の展望とし

て、TDV2025 その他の政策に示されている経済改革を同時に、有効に、効率的に実施することを

提案する。これらの産業政策は、SIDP、SME Policy、農業、投資、貿易、輸出振興、インフラ、

ISIC Activities 2005 2006 2007 2008
151-4 Food Processing 43527 43962 44402 44842

155 Beverage Manufacturing 4069 4110 4151 4192
160 Tabacco and cigarette 6854 6923 6992 7061

171-2 Textile manufacturing 10073 10174 10276 10378
201 Timber & timber products 2617 2643 2670 2697
210 Paper products, printing 4407 4451 4496 4541
242 Manufacturing chemical 4857 4906 4955 5004
252 Manufacturing of plastic products 2260 2283 2305 2327
269 Manufacturing of Mon-metallic products 1703 1720 1737 1754

Total  [A] 80367 81172 81984 82796
Industry total  [B] 177774 179553 181348 183143
[B]/[A] 0.452074 0.452078 0.452081 0.452084
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エネルギー及び鉱業開発政策を含む。 

経済の多様化は、継続的優位性をもつ活動を開発しつつ、農業振興と他のセクターのニーズを

整合させることに基づかねばならない。比較優位の考え方に従えば、タンザニアは経済を近代化

するために工業化を進めなければならない。農業の開発と貧困削減のために工業化が必須の課題

である。健全で競争力のある産業が、資源を産み、人材を活用し、天然資源、雇用の維持、輸出

振興、開発途上国の経済基盤を地域やグローバルエコノミーへと統合し、近代化に貢献する。EAC

経済圏における成長と産業開発に触媒的役割を果たすためには、技術と産業能力に注意しながら、

現在の戦略を再考する必要がある。 

 

２－５ タンザニアにおける生産性向上に関する支援の必要性 

労働人口の約 8 割が農業に従事している“KILIMO MWANZA”（農業第一）のタンザニアで、

製造セクターが求められていることは、①農産物加工における生産性の向上に貢献する製造サブ

セクターの強化及び生産性向上の成果を活用して付加価値を産出するいわゆる産物加工分野の製

造サブセクターの強化、②農業の生産性向上の結果として供給される未熟練労働力に対して雇用

を提供することとされている。例示すれば、農産物加工分野の振興、農業及び農産物加工関連機

材の輸入代替の促進、機械電機・農薬・肥料・プラスチック資材などが該当する。未熟練労働力

に対して雇用を提供することは、市場競争に当面する一般の製造セクターには多くを期待できな

いから、全体最適思考に基づく施策が必要であろう。 

非常にスケールの大きい改革で多様な変化を含むのだが、基本的には、ものづくりの職場が大

幅に増えることになる。農業にも品質・生産性の概念が根づくことになるから、計画を強力に推

進するためには、大きな規模での意識改革・人材育成が必要である。 

個別の技法とは別に、日本の鍛えられたものづくりの基本的技法（カイゼン）を伝授して、普

及することによりタンザニアの経済改革に貢献することは、たいへん良い協力の場面といえる。 

基本的技法（カイゼン）は、単純・簡単であるが、有効に実践することは容易でない。個々の

実践者の努力精進が必要である。継続することは必要だが、時間さえかければ成就するものでは

ない。多くの実践者の努力精進が必要で、それを支援する仕組みを構築することが肝要である。

仲介者も必要だが、素早く実践者が参画した仕組みをつくって、工夫精進しながら実践しながら

改善していく活動を普及展開するべきである。 

基本を教えて、やらせる。結果をフォローして、カイゼンの基本に沿って評価、分析する。そ

の過程の気づきによって問題を見いだす。その過程を診断してフィードバックする、気づかせる、

やらせる、のサイクルを回す。サイクルを回すことが技術移転のポイントである。やるのは実践

者、支援者は基本に沿っての評価、分析と気づきの応援という分担体制で進める。 

移転する技法の構成、適用する処方、カリキュラム、テキスト、教授法の開発、診断指導方法

の開発、小道具の計画・準備が必要である。 

今般、MIT、SIDO 及び経営教育大学（College of Business Education：CBE）の連携のもとにわ

が国の得意とするものづくりの基本的技法（カイゼン）の技術移転を通じて製造セクターの競争

力向上をめざす技術協力の要請が出されたことは時宜を得たものである。理由を挙げれば、①タ

ンザニア国内で当該技法移転の成功例がある〔政策研究大学院大学（GRIPS）の研究事例、病院

や電力公社の事例〕、②MIT では、当該技法の理解者が、技法の導入に取り組んでいる、③2011

年に発表された開発 5 カ年計画（FYDP）に「KAIZEN マネジメント・セミナーの制度化事業」が
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製造業強化政策として 45 政策の 1 つに挙げられている、④技法を最終実践者に移転するためのネ

ットワークが既に存在している（SIDO から全国の SME、CBE から学生・卒業生は企業に行く）。 

そのネットワークのなかでは多様な職員が既に活動しているので、その既存の活動のネットワ

ークに基本的技法（カイゼン）を普及する仕組みを構築すればよい。その仕組みを機能させて、

成功例が出てくれば、同種の活動の成果と連携することによるシナジー効果をもって更に広く普

及していくことができる。 

タンザニアの現状の製造業のなかにも、元気のよい大企業（例：AZAM 社など）は、国内原料

である農産物加工品をつくって、国内市場対象に市場競争力を高め、余力をもって輸出を増やす

勢いである。インフラの不安に対しては、すべて自社対応する姿勢である。機械装置建物、人材、

経営管理のいずれをとっても一流をめざしている。このような元気のよい会社は、大会社から零

細までの階層に存在しているので、すべて潜在的な連携パートナーと考えることができる。 

最後に重複するが、タンザニアの産業、特に製造業の課題についての見解を述べる。 

タンザニアの産業の特徴は“KILIMO MWANZA”（農業第一）である。市場経済への移行につ

いては、近隣諸国と比べても後れている。計画は作成されているが、実施面での多くの課題に対

する対処方策が十分でないまま発表されていることがあり、展望が開けないでいることは上述の

報告のとおりである。 

行政官や公的機関、民間企業人のなかにも、真摯に活動している人が多いので、状況の打開は

進むものと思われる。もっとも重要な課題は、課題処理のスピードと効率を向上することである。

課題処理は、問題の認識に始まり、結果として変化を生むので、変化を自ら主導し、変化に対応

できる人材育成が基本的に必要になる。その点で、5S（整理整頓）を基本とする日本の品質・生

産性向上技法（KAIZEN）は極めて有効である。日本的手法の移転については、既に、同国にお

いて複数の成功事例が生まれており、MIT のスタッフのなかにも、日本の政策大学院大学（GRIPS）

に留学した日本的経営の理解者もいる。このように恵まれた背景のもとで、重要セクターである

製造業においても、日本の品質・生産性向上（KAIZEN）の基本技法を移転し、タンザニアのオ

ーナーシップと十分なカスタム化を通して普及を成功させ、タンザニアの近代化に貢献すること

が日本の ODA の成果につながる良い機会であると思われる。 

 

２－６ ダルエスサラーム、モロゴロ、ドドマにおける企業の視察結果 

視察した企業の一覧を表－10 に示し、個別の視察結果は付属資料４の面談録に記載した。 

大企業としては、超大企業の食品大手の AZAM 社、日系のパナソニック・エナジー社、新たに

皮革製品事業を立ち上げ中の Woiso Original Products 社を訪問した。 

AZAM 社は、1970 年頃レストラン経営からスタートして 2000 年頃までに、現在の国際市場に

も参画する食品大手になった企業だが、経営陣は創業者の経営哲学のもとに団結して、強力に推

進している。小麦粉、メイズ粉、乳製品、飲料水などの食品メーカーだが、包装、ロジスティッ

クその他関連する事業は何でも自分で実施することを基本方針としている。インフラが不安定な

経営環境のなかで事業を進めるには、それが良い方法なのだろう。従業員は 2,000 名程度だが、

ほぼ全員が、個別な知識やスキルをもった人材で、一般のワーカーというのはほとんどいないの

だ、と豪語した。操業中の製粉工程を見たが、機器も、計器も、運転監視要員も、すべて一流指

向が徹底している印象を受けた。ただし、場内で、製品や資材の物流に従事する外部業者との間

の格差は小さくない。人材育成には熱心なため、KAIZEN が有効なら、関心を示すと思われる。 
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業 視察結果 覧
No 会社・団体名称 プロファイル Inform micro small med large

1 Best Animal Feeds 高学歴経営者、食品・動物飼料、多角経営 2012/1/18 DES ○

2 Tancraft, Tanzania Handicraft 手工芸クラスターのアンブレラ 2012/1/18 DES ○ ○ ○

3 VIBINDO Society インフォーマルセクター・アンブレラ 2012/1/18 DES ○

4 Makoka Tailor Ltd GRIPSセミナーの優等生、デザイナー主導 2012/1/19 DES ○ ○

5 Cabo Consult LTD GRIPSセミナーに協力したコンサル 2012/1/19 DES ○

6 Bema Fashion and Design GRIPSセミナーの優等生、デザイナー主導 2012/1/19 DES ○ ○

7 CTI, Confederation of Tz 製造業の業界団体 2012/1/23 DES

8
TCCIA, Tz Chamber of Commerce,
Ind. and Agri.

全産業の業界団体 2012/1/23 DES

9 Tan Dairies Ltd 牛乳の集荷の仕組みを作る乳製品メーカー 2012/1/24 DES ○

10 Said Salim Bakhresa & Co. 食品マンモス企業AZAM社 2012/1/24 DES ○

11 パナソニック・エナジー・Tz 1968年から現地操業の日系企業 2012/1/24 DES ○

12
DASICO, Dar Es Salaam Small
Industries Co-operative
Society Ltd

金属加工、木工業者が集まるクラスター、メンバー減少傾向 2012/1/25 DES ○

13 Woiso Original Products Co. 男子用革靴他皮革製品企業を創業した 2012/1/25 DES ○ ○

14 InterMech Enginnering Ltd.
元軍需産業のエンジニアがSIDOの支援のもとに創業、農業機械・農産加工機械の
国産化を目指す

2012/1/26 Morogr ○

15
Salimembe General Supplies
(Cooking Oil)

SIDO Morogoroのインキュベーターでひまわり油の生産を目指す 2012/1/26 Morogr ○

16 Ben's Winery
大学教授が創業、品質管理、食品安全衛生管理のモデルを示す。近隣の有志に設
備を開放してインキュベーターの役割も果たす

2012/1/26 Morogr ○

17 Kitundu Grain Mills SIDOの指導で開発された機械（篩い）等を活用するメイズ粉（動物飼料を副生） 2012/1/26 Morogr

18
Shambani Graduates Enterprises
Ltd.

若い学識者グループと経験豊かな技術者が組んで乳製品メーカーを創業した。 2012/1/26 Morogr ○

19 Sunflower Oil Groupと会合
Dodoma地区の老舗ひまわり油メーカーの経営者（Ringo氏）が、業界団体の形成、
クラスター形成を主導中

2012/1/27 Dodoma

20 Furuha Oil Mills ひまわり油メーカー 2012/1/27 Dodoma ○

21 Leather Process Training 皮革加工技術訓練センター、2011スタート、これまでに75名研修 2012/1/27 Dodoma

22 Three Sisters Oil Mills
3姉妹が協力してひまわり油生産開始、投資額3000万TzSh（約150万円）、SIDO支
援、近所の人が粗製油を容器持参で買いに来る

2012/1/27 Dodoma ○

23 Sabamali Investment ひまわり種の保管倉庫、与党が出資して建設 2012/1/27 Dodoma ○

24 Tanzim Enterprises Ltd
学識ある元たばこ会社のチーフエンジニアが経営する鉄工所、たばこ会社からの
受注があり、SIDO計画中の金属加工クラスターに、仕事を回すことができる。

2012/1/28 Morogr ○

表－10 企業の視察結果一覧 



－20－ 

パナソニック社は、1968 年にダルエスサラームに進出し、最盛期には、白物家電の生産基地で

もあったが、現在は、単一・単三のバッテリー2 品目のアフリカ市場向け生産基地として機能し

ている。従業員は臨時工を含み、200 名あまりである。5S や QC サークルといった日本的経営手

法を実践している。特別な 5S などの就業マナー訓練室もある。しかしながら、工場責任者の話

では、なかなか期待するほどの成果を上げるには至っておらず歯がゆい思いをしている様子であ

った。電力の安定性をはじめとするインフラの問題が頻発、雇用の面でも困難がある、とのこと

であった。しかし、KAIZEN 活動の普及に取り組む立場からいえば、そのような問題を含めて、

KAIZEN 普及については、相互に学習して、オール・ジャパン・シナジー効果を求めていく必要

がある。 

Woiso 社の経営者は、Moshi 地方の出身で、製靴を事業化することを志して、エチオピア、ケ

ニアの当該産業を調査した後、創業し、数年のうちに、100 名を超える工場に育てたという。経

営者とその妹で総務を仕切る人物は英語でコミュニケーションができる。その他は 100 名以上の

職人が、足場をかけた仮設の屋根の下で熱心に働いていた。兄弟姉妹や親類にも事業協力者がい

る。弟は地方で鞣し工場を建設し、従兄弟は中国に在住して材料手配に貢献している。経営者自

身も職人の技をもっているが、ケニア人の技術者を雇って、職人の教育をしつつ事業開発を進め

ている。革・皮革総合加工事業を展開する雄大な構想を着々と実現しつつある。チュニスやアジ

スアベバの状況と比べるとはるかに後れているので、今後の市場の成熟と国際競争の進展がどの

ように進むか、どう対応するか、興味のあるところである。 

Best Animal Feeds 社は、従業員 21 名の小企業だが、製品は、メイズ粉、ヒマワリ油、動物飼料

（メイズ殻、ヒマワリの絞りかすが原料）、石けん（ヒマワリ油の精製残留分から）と多角経営

している。包装袋の印刷機をもち、外部の会社に印刷サービスを提供している。経営者には会え

なかったが、英国人経営者が有能だということであった。英語コミュニケーションにも問題ない。

管理を担当する役の男女が各 1 名、その他は現場作業者である。多角経営だから、職場の種類は

多く、一人ひとりの職務や職能が管理されているはずである。面談した管理担当者は、「各セク

ションで利益を出している、さもなければ、やめる！」と言った。利益管理の概念が浸透してい

る。従業員教育もよくできている印象を受けた。作業者の作業姿勢は、きびきびしている。 

牛乳などの乳製品メーカーは、ダルエスサラームとモロゴロで各 1 社訪問した。ダルエスサラ

ームの Dan Diaries 社は、経営者の MMari 夫妻が 1990 年初め頃から生牛乳の販売をはじめ、その

後、牛の餌となる牧草の調査研究を含めて、牛乳のコレクション・ポイントを開発育成し、2000

年には会社登記を行った。現在はコースタル・リージョンに 9 ポイントをもっている。規模は、1

日、2,000 リットル程度。軟包装のパッケージで販売しているが、タンザニアのコンバーターは 3

色印刷しかできないので、5 色印刷の袋は、ケニアに発注すると言っていた。経営者は、元官僚

で知識水準は高く、英語コミュニケーションも可能、業界の活動にも取り組んでいる。 

モロゴロでは、Shanbani Graduate Enterprises 社を、SIDO の案内で訪問したが、アポイントに手

違いがあったのか、立ち話程度の会談しかできなかった。経営陣は若く有能だという印象を受け

た。英語コミュニケーションも有効である。役員の 1 人は京都大学留学の経験があり、経験豊富

な技術者は、昔、日本の技術者と協働した経験をもっている。工場の品質管理等もしっかりして

いるという印象であった。これらの企業経営者は、日本の品質管理を評価しているので、KAIZEN

には興味をもっている。研修に参加して学ぶ意欲もあるし、研修の対象に直接ならない場合でも、

モデルケースを提供してもらうなどの協力者となり得る。 
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モロゴロでは、機械工場と鋼材加工工場を視察した。いずれも、タンザニアの有力企業でチー

フエンジニアを務めた機械技術者が、自分の会社を立ち上げたものである。英語コミュニケーシ

ョンも有効である。機械工場の方（Inter Mech Engineering）は、SIDO のインキュベーターで、農

業用、農産加工用機械の製作に取り組み、輸入品代替をめざして成功している様子であった。ヒ

マワリ油用圧搾機やメイズのふるい分け機、その他、かなり多くの機械をつくっている。2 名の

経営者は提携して SIDO の用地内に、金属加工クラスターを設立する活動をして、入居する希望

者を集めている。かなりめどがついている様子であった。鋼材加工会社の経営者は、元タバコ会

社のチーフエンジニアで、その会社から仕事を貰っていると言っており、その関係で、クラスタ

ーに仕事を回すことができるらしい。「自分に KAIZEN を教えてくれれば、自分が関係者を指導

する！」とも言っていた。これからできるクラスターを含めて、このグループへの KAIZEN 指導

については、MIT の会議で産業開発局長が期待を表明していた。 

ドドマでは、ヒマワリ油の業界をまとめようという動きがあり、そのメンバーとの顔合わせの

後、ヒマワリ油の工場 3 件、ヒマワリの種の保管倉庫、SIDO が昨年オープンした皮革加工技術

センターを視察した。このグループでは、ヒマワリ油工場と倉庫については、業界づくりに奔走

している中心人物、リンゴ氏が案内した。リンゴ氏だけは英語コミュニケーションが有効だった。

視察したヒマワリ油工場は、中国製の圧搾機 2 台～5 台を保有していた。稼働していたのは 2 社

では各 1 台が動いていた。土曜日にもかかわらず稼働していたのは、ちょうど需要期に当たると

いうことだった。これらの会社は、粗製ヒマワリ油をそのまま近所の消費者に販売するケースが

多いとも聞いた。視察中にもひとりの男が自転車できて持参の 5 リットルくらいの容器に粗製ヒ

マワリ油を買っていった。すぐに消費する場合には、粗製油で差し支えないということだった。

このような原始的な市場の状態が事業として長続きするわけはないので、リンゴ氏の工場を見た

り、思惑を聞きたかったが、機会がなかった。リンゴ氏は祖父の代からヒマワリ油の事業に携わ

り、父も、自身も、オーナーとして事業を経験しているとのことであった。ヒマワリ油は有力な

輸出品としても注目されており、多くの地域で生産され、KAIZEN 指導の対象としても期待され

ているので、農業と工業をリンクさせて、産地と生産地と需要地の間の物流、生産プロセスのあ

るべき姿、副産物の処理（有効活用と廃棄物処理）、要求される品質と価値などのあるべき姿を

勉強してから KAIZEN 導入の処方箋を計画する必要がある。 

小規模・零細企業から、インフォーマルに関しては、ダルエスサラームで、GRIPS（政策研究

大学院大学）の研修での学習効果で経営改善を実現した服装デザイナーの工房 2 件、Tancraft（手

工芸品協会）、Vibindo（インフォーマル・アンブレラ）、DASICO（金属・木工などのクラスタ

ー）を訪問した。GRIPS の研修参加者は、いずれもデザイナーで、約 10 名の職人を抱えて営業

している。研修で学んだことが参考になって、経営改善を進めていた。日頃感じていた閉塞感を、

5S の考え方で整理して、事務所と作業場の模様替えを行い、効果が上がったと喜んでいた。スワ

ヒリ語の 5S（K）が掲示されていた。Tancraft では、既に知名度のあるデザイナーManju の工房

を視察した。既に、近隣アフリカ諸国の発表会では実績を上げており、ニューヨークの発表会へ

の参加をめざしていた。Vibindo や DASICO のなかにもいろいろな可能性がある。ただし、DASICO

については、市中のクラスターとして、メンバー数が減少の傾向にある。 
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２－７ プロジェクト実施機関の概要 

２－７－１ 産業貿易省（MIT） 

MIT の使命は、2011 年の政令 494 号（Government Notes No. 494）に規定されている。MIT

は産業、貿易、マーケティング、著作権、知的財産権、度量衡などに関する行政を所管する。

大臣、事務次官の下に、各課題を担当する産業開発局、マーケティング局、中小企業局、国際

貿易局と、省全体の企画調整などを担う総務・人事局、政策・計画局が置かれている。図－７

に MIT の組織図を示した。省全体の職員定数は 443 名であるが、半数以上が欠員で、在籍職員

は 203 名にすぎない。このうち、秘書や運転手などのサポートスタッフを除いた専門職員は 100

名である。 

MIT が日本に要請したプロジェクトを所管する産業開発局には、局長、局長補佐 2 名、首席

エコノミスト、首席統計官、エコノミスト 7 名、産業エンジニア、貿易官 3 名の 16 名の専門職

員が在籍している。連携してプロジェクトを実施する予定の中小企業局には 12 名の専門職員が

いる。今後は、2012 年 6 月末までにタンザニア・カイゼン・ユニット（TKU）を設立して、プ

ロジェクトの実施に備える計画である。 

 

 
図－７ 産業貿易省組織図 

 

表－11 に MIT の予算を示した。2011/12 年度の総予算額は、開発予算が 277 億 TZS、給与費

を中心とした経常予算が 301 億 TZS で、合計 577 億 TZS である。経常予算については、SIDO

に 45 億 TZS、経営教育大学（CBE）に 39 億 TZS が配付され、合わせて全体の 3 割近くが配分

される予定である。過去 3 年間をみる限りでは、MIT の予算は減少傾向である。そのなかで、

SIDO に配付される予算は増えている。 
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表－11 産業貿易省予算           （単位：TZS） 

区分 2009/10（実績） 2010/11 2011/12 

合計 
41,103,104,582 

26,979,456,855 

28,917,667,000 

31,542,839,000 

27,676,129,000 

30,052,589,000 

うち 

中小企業振興公社 

59,000,000 

3,657,015,417 

0 

3,967,666,829 

1,759,322,800 

4,532,828,200 

 

経営教育大学 

800,000 

3,211,721,172 4,396,109,078 

302,661,500 

 3,913,205,300 

出所：財務省                             上段：開発予算 下段：経常予算 

 

２－７－２ 中小企業振興公社（SIDO） 

（1）組織概要 

SIDO は 1973 年に設立された MIT 傘下の国営機関である。事業開発サービスと金融支援

を通じて中小企業を振興することにより、国内企業を育成することを使命とする。SIDO

の対象企業は、従業員数 99 名までの中小零細企業である。業務の範囲は、企業家精神の

開発と普及、技術開発と技術サービス、マーケティング、情報サービス、金融サービスに

及ぶ。SIDO の活動は中小企業開発政策がベースとなっている。これを踏まえて 3 年間の

戦略計画（Corporate Strategic Plan）を策定し、州ごとに事業計画（Business Plan）を策定

して、活動を行っている。活動は四半期ごとの報告でモニタリングしている。 

SIDO はダルエスサラームに本部があり、タンザニア本土全 21 州に事務所を構える。

SIDO の組織図を図－８に示した。本部には技術開発・計画局、研修・普及局、マーケテ

ィング・情報局、財務・総務局の 4 つの専門部局がある。局長 4 名、マネジャー15 名が幹

部専門職員として在籍する。本部にはほかに 30 名ほど技術専門職員がいる。 

各州には 5～8 名の専門職員が配置されている。プロジェクト対象地域のダルエスサラー

ム州事務所には、所長、事業開発オフィサー、食品技術者、技術オフィサー、信用オフィ

サー、会計士の 6 名が配置されている。モロゴロ州事務所にも、同様に 6 名の専門職員が

配置されている。ドドマ州事務所には、所長、事業開発オフィサー、信用オフィサー、会

計士の 4 名が配置されている。技術オフィサーは現在、欠員となっている。ほかに、革セ

ンターがあり、マネジャーを配置すべきであるが、こちらも欠員状態である。食品技術者

は、今のところダルエスサラームとモロゴロにのみ配置されている。 
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図－８ 中小企業振興公社組織図 

 

SIDO 全体では約 160 名の専門職員がいる。専門職員は大卒以上の学歴をもつ。SIDO の

総職員数は 393 名であるが、欠員も多い。離職者が多いことが原因であるが、2009 年に職

員の待遇改善を行い、2010 年 7 月から給料表が改定されたため、状況は改善されている。

年間の離職者は、以前は 12％に達したが、最近は 2％に下がっている。 

SIDO 職員は、毎年自らの活動計画を策定することになっている。年間 200 日以上、普

及・指導などの活動を計画する必要がある。一方、残り期間については、自己の能力強化

に充てることができ、研修などに参加することができる4。 

 

（2）主な活動 

2011/12 年度から 2013/14 年度までの戦略計画では、①技術開発と技術移転、②研修、普

及、指導、③マーケティング・情報サービスの提供、④金融支援、⑤SIDO の組織強化の 5

分野に取り組むとしている。戦略計画実行に必要な 3 年間の予算は総額 1,405 億 TZS であ

る。財源は自主財源 60％、政府助成金 40％を見込んでいる。 

各州の事務所では、中小企業向けの座学研修や事業所での経営指導を行っている。各州

には、20 名程度を収容できる教室がある。実習施設を備えた州事務所もある。ダルエスサ

ラーム州事務所の場合、食品加工、起業、ビジネスマネジメント（マーケティング、財務

管理、事業計画作成、顧客対応など）、各種技術（石けんづくり、竹細工、手織り、ココ

ナッツ加工、ロウソクづくり、チョークづくり、革細工、情報・通信など）に関する研修

を実施している。ただし、自主財源は極めて少ないため、資金援助を必要としている。 

SIDO は民間コンサルタントを対象に、トレーナー養成研修（Training of Trainers：TOT）

を実施している。食品加工については、200 名ほどトレーナーを養成した5。受講者のバッ

クグランドは、地方政府職員、NGO 職員などさまざまである。職業・技術訓練学校の修了

者も多い。ほかに、企業経営に関する TOT の実績もある。こうした民間トレーナーを使用

して、前述の中小企業向け研修を実施することも多い。大学教員や政府機関職員に講師を

依頼することもある。SIDO はタンザニア基準局（Tanzania Bureau of Standards：TBS）、

                                                        
4 例えば、プロジェクトで職員向け研修を行う場合、長期間であっても、あらかじめ計画すれば、こうした時間を使って参加
できる。 

5 TOT 修了者には修了証書を授与している。食品加工の場合、研修に出席することに加えて、研修で扱った製品を実際に製造
することが授与の条件。TOT 費用の 50～60％は参加者から徴収する。 
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タンザニア食品・薬品庁（Tanzania Food and Drugs Authority：TFDA）と覚書を結んでいる。

科学技術委員会（Commission for Science and Technology：COSTECH）とも関係があり、必

要に応じて講師を招くことができる。 

食品加工研修は、女性企業家精神開発（Women Entrepreneurship Development：WED）と

いう歴史の長いプログラムにより実施している。1993 年に始まった WED は、元々は女性

中小企業主を対象にしていた。今は男女を問わず、主に食品加工と企業経営に関する研修

を行っている。加工技術のほか、収穫後ロスの低減、地元資源の活用、食品基準の認証取

得などを教えている。ダルエスサラーム州事務所では、研修受講者には研修修了後、SIDO

の実習施設を使って加工作業を行うことを勧めている。多くの事業者は、資金的制約から

機材を保有できないためである。瓶詰め、ラベリング、包装についても同様である。SIDO

では、包装資材を大量発注することにより安価で調達し、施設の利用者に小売価格より安

く提供している。しかし、施設の老朽化と包装資材を潤沢に確保することが困難であると

いう問題に直面している。 

SIDO は中小零細事業者に対する少額融資も行っている。企業には 100～600 万 TZS の範

囲で事業資金を貸し付けている。個人事業主については、グループに入ることを条件に、

最大 40 万 TZS を貸し付けている。中小企業にとって、資金へのアクセスは大きな課題で

あるため、現在、中小企業向けの信用保証制度の創設に取り組んでいる。 

7 州には技術開発センターが併設されている。アルーシャ、キリマンジャロ、キゴマ、

リンディ、イリンガ、ムベア、シニャンガにあり、加工機械の開発など、周辺地域の産業

で必要とされる技術の開発を行っている。 

ダルエスサラーム州事務所に隣接して、製造業のための産業団地がある。事業開発プロ

グラム（Incubator Programme）を通じて、革新的なアイディアをもつ事業者にスペース、

電気、技術サービス、情報を無償で提供している。原則として、企業は最大 3 年間、産業

団地で事業を行うことができる。SIDO はモロゴロにも産業団地を造成して、金属加工業

者を集めたクラスターをつくる構想をもっている。ドドマについては、ヒマワリ油に関す

る産業クラスターをつくりたいと考えている。ドドマは畜産も盛んなため、革産業のため

の産業村をつくる構想もある。 

 

（3）開発パートナー 

国連工業開発機関（UNIDO）は、先述の WED の立ち上げを支援した。WED は、現在は

SIDO の一部署となり、各種ドナープロジェクトの実施機関にもなっている。 

国際農業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）は、「農村零

細中小企業支援プログラム」（Rural Micro, Small and Medium Enterprise Support Programme）、

通称 MUVI により、バリューチェーンアプローチによる特定産品振興を支援している。

SIDO が実施機関となり、ヒマワリ油、キャッサバ、革、柑橘類の生産・加工を振興して

いる。対象 6 州の中小企業に技術研修、技術知識とマーケット情報を提供して、企業活動

の生産性と採算性の向上をめざす。2007 年に始まった総額 2,532 万 US ドルの 7 年間プロ

ジェクトである。 

韓国国際協力団（Korea International Cooperation Agency：KOICA）は、農産加工業者の

能力強化を支援している。詳細は後述する。 
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ほかの支援は、小規模で単発的なものが多い。コモンウェルス事務局（Commonwealth 

Secretariat）6は食品加工研修の支援実績があり、現在は天然繊維の特定・開発を支援してい

る。国際貿易センター（International Trade Center）は「アクセス」（ACCESS! for African 

Businesswomen in International Trade）というプロジェクトを通じて、女性の国際貿易参入

のための研修実施を支援している。 国際労働機関（International Labour Organization：ILO）

は蜂蜜ビジネスの向上を支援した実績がある。世銀は「タンザニア・ギャツビー・トラス

ト」（Tanzania Gatsby Trust）を通じて、女性企業向けのグラントを出した実績がある。国

連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of the United Nations：FAO）は短期コン

サルタントを派遣した実績がある。欧州連合（European Union：EU）は女性の国際貿易参

入を支援するための研修実施を支援した。英国国際開発庁（Department for International 

Development：DfID）は企業家精神に関する短期コンサルタントを派遣した。 

英国 NGO である「自立のためのツール」（Tools for Self Reliance）は、農機具製造者な

ど、農業に必要な資機材に関係する者の能力強化を長期的に行っている。支援規模は小さ

いが、息の長い活動を行っている。スイスの資金援助を受けた NGO である「農村生計開

発カンパニー」（Rural Livelihood Development Company）は、ドドマ、モロゴロを含む中

央回廊 6 州で農村開発に取り組んでいる。ヒマワリ栽培とヒマワリ油の精製について重点

的に支援している。 

 

２－７－３ 経営教育大学（CBE） 

CBE は MIT 傘下の高等教育機関である。ダルエスサラーム、ドドマ、ムワンザにキャンパ

スがある。1 年コース（Certificate）、2 年コース（Diploma）、3 年の学士コース（Bachelor Degree）、

1 年の学士取得者向けコース（Postgraduate Diploma）を開設する。教育プログラムは、経営、

情報、会計、物流、マーケティング、産業法定計量の 6 教科からなっている。学生数は約 1 万

2,000 名である。教員数は約 170 名で、博士号保有者は 2 名、修士修了者は約 60 名である。 

CBE は、短期研修やコンサルティングサービスも提供している。企業家精神の普及、企業家

の育成、中小企業に関する研究を行うために、CBE 企業家精神センター（CBE Entrepreneurship 

Centre）を設置している。同センターでは、企業経営に関する研修やコンサルティング、起業

研修などを行う。CBE のコンサルティングは大きく、企業からのリクエストで始まるケースと、

CBE 主催のワークショップがきっかけとなって依頼されるケースがある。コンサルティングに

は目標やノルマはなく、教育など他業務に支障のない範囲で教員が取り組んでいる。 

CBE の 2011/12 年度の予算総額は 202 億 TZS である。主な収入源は授業料と政府からの助成

金である。必要な予算のうち、約 3 分の 2 は授業料などの自主財源で賄っているとのことであ

るが、2009/10 年度の収入予算をみる限りでは、自主財源の割合は 53％である。 

CBE は教職員の能力と教育の質を高めるために、海外の教育・研究機関との連携を強化する

方針である。CBE はオランダのマーストリヒト経営管理大学院（Maastricht School of 

Management）が実施する企業家精神に関するプロジェクトの受益者となっているが、これをき

っかけにパートナーシップを築きたいと考えている。今回日本に要請したプロジェクトでも、

日本の教育・研究機関とパートナーシップを結ぶきっかけをつくりたいと望んでいる。ほかに

                                                        
6 英国連邦の事務局 
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CBE は、オランダの高等教育に関する国際協力機関（Netherlands Organisation for International 

Cooperation in Higher Education）の支援を受け、カリキュラムの見直しを行ったことがある。 

 

２－８ 他ドナーによる産業分野への支援 

（1）ドナー協調 

タンザニアでは、1990 年代半ばより援助の効果的、効率的な実施のために援助協調が進め

られてきた。2006 年には「共同タンザニア支援戦略」（Joint Assistance Strategy for Tanzania：

JAST）が政府閣議で承認された。JAST は、援助の予測性向上、より一層の援助の取引費用

の低減、援助のアンタイド化の促進、政府のメカニズムの積極的活用、役割分担の促進を目

的としている。同時に、各ドナーの対タンザニア国別援助戦略・計画などを統合し、貧困削

減戦略に対するドナーの共同支援戦略として、JAST「合同プログラム文書」（Joint Program 

Document：JPD）が作成された。 

ドナーは開発パートナーグループ（Development Partner Group：DPG）と呼ばれるコミュニ

ティを形成し、タンザニア政府との政策対話と援助強調を進め、援助効果を高める努力を行

っている。DPG の「民間セクター開発と貿易ワーキンググループ」（The development partner 

group for private sector development and trade）には、カナダ、デンマーク、英国、EU、オラン

ダ、スイス、スウェーデン、米国、ILO、UNIDO、世銀が参加しており、主に中小企業育成、

投資環境整備に対する支援を行っている。現在、デンマークが議長を務めている。 

DPG がまとめている、産業分野と中小零細企業分野へのドナー支援の概要を表－12 に示し

た。UNIDO、KOIKA、デンマーク国際開発庁（Danish International Development Agency：

DANIDA）の取り組みについては、次節以降に聞き取り結果を述べる。 

 

表－12 産業・中小零細企業分野でのドナーの取り組み 

ドナー 名 称 主な目的・活動 

予算額 

（百万 US

ドル） 

終了年

デンマーク 
中小企業マーケッ

トアクセス 

中小食品加工企業に事業開発に必要なマッチ

ンググラントを提供する。 
8.1 2013 

デンマーク 
企業競争力プログ

ラム 

DfID と世銀が実施するビジネス開発ゲートウ

ェイプログラムに参画。 
5.5 2013 

デンマーク B2B プログラム 
デンマークとタンザニアの企業のパートナー

シップ構築を促進する。 
3 未定 

デンマーク

/ ス ウ ェ ー

デン 

ルカ・ジュウ 
メディアを通じて若者の企業家精神を育成す

る。 
5 2014 

DfID 

ビジネス開発ゲー

トウェイプログラ

ム 

インフォーマルセクター、大学卒業生、企業

従業員による新たなアイディアの考案を促し

て、小企業・零細企業の競争力を強化する。 

12.2 2012 
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UNIDO 3ADI プログラム 

製造業と強いつながりをもった統合されたバ

リューチェーンを振興する。バリューチェー

ン調査、付加価値向上とマーケティングのた

めの技術移転を行う。 

3.5 2015 

UNIDO 
産業政策支援プロ

グラム 

産業政策の立案・実施・モニタリングに関す

る MIT と関係機関の能力強化を行う。産業統

計について技術指導を行う。 

1.35 2015 

UNIDO 
投資促進支援プロ

グラム 

競争力強化のために投資促進と企業支援を行

う。投資家調査を行うための技術指導とツー

ルを提供する。 

3.3 2015 

UNIDO 企業家精神教育 企業家精神教育を中等教育に導入する。 0.5 2015 

UNIDO 

グリーン製造業のた

めの再生可能エネル

ギープログラム 

製造業と観光業の二酸化炭素排出量を減ら

す。再生可能エネルギーの幅広い利用を促す

ための能力強化と支援を行う。 

3.5 2015 

ILO 

アフリカ・若者企

業家精神解放ファ

シリティ 

アフリカの若者に適当な雇用を創出すること

に貢献する。複数国が対象。 
24 2015 

ILO 
アフリカ協同組合

ファシリティ 

協同組合アプローチついて、自助努力、地域

での相互扶助、地域をまたぐ交流を行うこと

により、アフリカのミレニアム目標達成に貢

献する。複数国が対象。 

10.13 2011 

ILO WEDGE 

適当な雇用の創出、女性のエンパワーメント、

ジェンダー平等、貧困削減を達成するために、

女性の企業活動を振興する。複数国が対象。 

3.7 2011 

出所：DPG より 2012 年 1 月 25 日に入手。 

 

（2）国連工業開発機関（UNIDO） 

タンザニアの国連機関は、共通の 4 年間の援助計画である「国連開発援助計画」（United 

Nations Development Assistance Plan：UNDAP）に基づきタンザニアに対する支援を行う。

UNIDO はこれと整合性のある年間計画を策定・実行している。UNIDO の支援には 3 つの主

要コンポーネントがある。 

1 つめは産業政策と統計である。「産業政策支援プログラム」（Industrial Policy Support 

Programme）にて、MIT、統計局、タンザニア産業連合（CTI）の産業統計に関する能力の強

化を図っている。これまでの協力の成果として、3 者が協力して年報を出せるようになった。

2008 年版は発行済みで、今後、毎年公表していく予定。まずは統計手法を教えたが、これか

らは分析能力の向上を図っていく計画である。 

2 つめは中小製造業の競争力強化である。食品加工と農産加工を重点としている。投資促

進、南南貿易促進などを行っている。「産業レベルアップ・近代化」（Industrial Upgrading and 

Modernizing）では、包装の改善を主要課題として、中規模事業者 10～15 社を支援する。「ア
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フリカ農業ビジネス・農産加工開発イニシアティブ」（Africa Agribusiness Agro-industry 

Development Initiative：3ADI Programme）では、カシューナッツ、食肉加工、革に関する事業

を営む小規模事業者をターゲットとして、機材供与と研修を行っている。 

3 つめはエネルギー効率化である。「グリーン製造業のための再生可能エネルギープログ

ラム」（Renewable Energy for Green Manufacturing Programme）にて、省エネと廃棄物を活用

した再生可能エネルギーの利用を進め、リサイクルも促進している。機材供与と研修を行っ

ている。 

 

（3）韓国国際協力団（KOICA） 

KOICA は、ダルエスサラーム、モロゴロ、ザンジバルで食品加工を支援する「農産加工研

修兼生産センター」（Agro-Processing Training-cum-Production Centers）プロジェクトに取り

組んでいる。食品加工に関する施設整備、機材供与、技術指導を行う計画である。プロジェ

クトはザンジバル農業省と SIDO に要請された。SIDO が関係するタンザニア本土分の事業費

用は 300 万 US ドルである。 

KOICA には当初、ザンジバル農業省から包装技術の改善に対する支援要請があった。協議

のなかで、マンゴ加工が取り上げられ、収穫後ロスが 40％にも及ぶということが分かった。

課題はマンゴ生産ではなく、ロス低減にあることが明らかになった。その後、連邦（本土）

農業省と協議を行っていたが、その最中に SIDO から支援要請があった。SIDO の視点は農業

省とは異なり、中小企業振興の立場から食品加工を支援したいとのことであった。結局、1

つのプロジェクトで、SIDO をカウンターパートとしてダルエスサラームとモロゴロに、ザ

ンジバル農業省をカウンターパートとしてザンジバルに、農産加工研修・生産センターを建

設することになった。SIDO はタンガも要請に含めていたが、産業の中心が重工業であった

ため対象から外れた。①ダルエスサラームではジュース、ワイン、ベーカリー、蜂蜜、クロ

ーブ、②モロゴロでは果物、ジャム、ベーカリー、食肉加工、③ザンジバルではクローブ、

ピクルス、キャッサバ、ジャムをターゲットにしている。 

センター建設後、SIDO 職員は KOICA 専門家に包装技術を中心とした技術指導を受ける。

その後、SIDO は事業者向けの研修を行う。研修カリキュラムは、KOICA の支援を得て既に

作成されている。研修では包装、マーケティングを含む食品加工に関する技術を教える。SIDO

には食品加工に関する技術の蓄積があっため、KOICA 専門家による技術指導は少ない。セン

ターは研修に利用するほか、事業者に開放される。機材を購入することができない事業者は、

使用料を払うことにより、加工工程の一部をセンターで行うことができるようになる。 

プロジェクトは当初、2010 年に完了する計画であった。ところが、センターの建設が遅れ

ている。設計と施工を 1 つの契約で行うことにしたが、タンザニアにはそうした能力がある

企業は少ない。今回の受注企業は設計能力が著しく低く、着工までに長い時間を要した。現

在、工事の進捗率は 80％であり、3 月までに完成する予定である。 

ほかに、KOICA は SIDO とこのプロジェクト実施により生産される最終製品の扱いについ

て議論した。その結果、製品の販売を促進するために、別な資金でダルエスサラームにショ

ールームをつくることになった。 
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（4）デンマーク国際開発庁（DANIDA） 

DANIDA は、2004 年から始めたプログラム「中小企業マーケットアクセス」を 2008 年に

改変して、「中小企業競争力ファシリティ」（SME Competitiveness Facility：SCF）を通じて、

農産加工企業がラベリングや包装などの設備投資を行う際に、マッチンググラントを出して

いる。多くの中小企業は市場が求める品質に関する理解が乏しいため、消費者調査を行い、

生産する製品の品質を見直すよう促している。これまでに 276 件のグラントを出しているが、

大半は小規模である。 

DANIDA は 2003 年から 2008 年にかけて、TBS の能力強化を支援した。全般的な能力強化

であったが、17 カ所の認証実験室の設立要望があり、これを中心に支援した。DANIDA、DfID、

世銀は、タンザニア民間セクター財団（Tanzania Private Sector Foundation）と「ビジネス開発

ゲートウェイプログラム」（Business Development Gateway Programme）にて、ビジネスプラ

ンに関するコンペを行い、優良企業の表彰を行っている。 

 



－31－ 

第３章 プロジェクトの基本計画 
 

３－１ プロジェクトの目標と活動 

（1）プロジェクト名 

和文：品質・生産性向上（カイゼン）による製造業企業強化プロジェクト 

英文：Project on Strengthening Manufacturing Enterprises through Quality and Productivity 

Improvement (KAIZEN) 

 

（2）協力相手先機関 

・産業貿易省（MIT）〔タンザニア カイゼンユニット（Tanzania KAIZEN Unit：TKU）7〕 

・中小企業振興公社（SIDO） 

・経営教育大学（CBE） 

 

（3）プロジェクトサイト 

ダルエスサラーム州、ドドマ州、モロゴロ州 

 

（4）協力期間 

2013 年 4 月～2016 年 3 月を予定 

 

（5）ターゲットグループ 

・MIT、SIDO、経営教育大学（College of Business Education：CBE）8の職員 

・本事業に参加する民間ビジネス開発コンサルタント9 

・本事業に参加する製造業企業（中小零細規模の企業を中心とする） 

 

（6）スーパーゴール 

全国的にカイゼン実施の枠組み・方法論が活用され、製造業企業において品質・生産性が

向上する。 

 

（7）上位目標 

プロジェクト対象州において、製造業企業におけるカイゼン実施のための枠組み・方法論

が継続的に活用される。 

【指標 1】プロジェクト対象州において、XX 人がカイゼンマスタートレーナーによるカ

イゼントレーナー研修を修了する10。 

【指標 2】プロジェクト対象州において、XX 社の製造業企業がカイゼンを継続的に実施

する。 

                                                        
7 タンザニア国内におけるカイゼン実施・普及のために MIT 産業開発局内に設置された組織。MIT 職員のほか、SIDO や CBE
からの出向者により構成されている。 

8 MIT 傘下の専門高等教育機関。学士課程のほか、短期研修や企業に対するコンサルティングサービスの提供を行っている。 
9 対象地域において広くカイゼンの実施・普及を図るため、本事業においては、MIT、SIDO、CBE 職員のほか、民間ビジネス
開発コンサルタントに対しても技術移転を行い、カイゼンの実施・普及のための枠組みにおいて活用する。 

10 カイゼンマスタートレーナーは、カイゼンの普及において中心的な役割を担うことが期待されており、企業に対するカイゼ
ン指導を行うほか、企業へのカイゼン指導を行うカイゼントレーナーの育成を行う。 
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（8）プロジェクト目標 

プロジェクト対象州において、製造業企業におけるカイゼン実施のための枠組み・方法論

が確立され、実施に移される。 

【指標 1】製造業企業にカイゼンを導入するための枠組み・方法論が、TKU、SIDO、CBE

によるカイゼン普及の活動方針として、プロジェクト終了時に開催される合同

調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）において承認される。 

【指標 2】カイゼンの普及・実施を継続的に進めるための TKU の組織体制が整備される。 

 

（9）成果と活動 

成果１：プロジェクト対象州におけるカイゼン実施のための方法論が策定される。 

【指標 1-1】 製造業企業の診断、カイゼン指導実施のガイドラインやマニュアル・ツール

が作成される。 

【指標 1-2】 カイゼントレーナー育成のためのカリキュラムや教材、企業指導のためのマ

ニュアル等が作成される。 

 

活動 1-1 製造業企業におけるカイゼンのニーズと適用可能性を検討する。 

活動 1-2 官民のビジネス開発コンサルタントの能力評価を行う。 

活動 1-3 製造業企業に対するカイゼン指導の内容・方法等を検討し、企業指導のための

ガイドラインやマニュアル・ツール等を策定する。 

活動 1-4 カイゼントレーナー育成のためのカリキュラムや教材、企業指導のためのマニ

ュアル等を作成する。 

 

成果２：カイゼンマスタートレーナーがカイゼントレーナーを育成するために必要な能力

を習得し、カイゼントレーナーの育成を行う。また、カイゼンマスタートレーナ

ーの育成過程においてカイゼンの指導を受ける製造業企業（パイロット企業）が

カイゼンを実践できるようになる11。 

【指標 2-1】 XX 人のカイゼンマスタートレーナーが TKU による研修を修了する。 

【指標 2-2】 XX 社のパイロット企業がカイゼンマスタートレーナーによる指導を受け、

カイゼンを実践する。 

 

活動 2-1 カイゼンマスタートレーナー、カイゼントレーナー、及びパイロット企業の候

補選定基準を設定する。 

活動 2-2 カイゼンマスタートレーナーの候補を TKU、SIDO、CBE の職員及び民間ビジ

ネス開発コンサルタントから選定する。 

活動 2-3 カイゼンマスタートレーナー育成のための座学研修を行う。 

活動 2-4 パイロット企業の選定を行う。 

活動 2-5 カイゼンマスタートレーナーの現場実習として、パイロット企業へのカイゼン

指導を行う。 

                                                        
11 カイゼンマスタートレーナーの育成研修において、現場指導が行われるパイロット企業がカイゼン実施のモデル事業者とし
て育成されることを想定している。 
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活動 2-6 カイゼントレーナーの候補を SIDO、CBE の職員及び民間ビジネス開発コンサ

ルタントから選定する。 

活動 2-7 カイゼンマスタートレーナーによるカイゼントレーナーへの指導を行う。 

 

成果３：プロジェクト対象州において、カイゼンの有効性が政府関係者に認識される。ま

た、カイゼン実施・普及のための枠組みが策定され、MIT（TKU）、SIDO、CBE

が枠組みを実施、発展させる体制が整備される。 

【指標 3-1】 カイゼン導入の効果の測定が行われ、その結果が JCC において政府関係者に

周知・認識される。 

【指標 3-2】 プロジェクト対象州におけるカイゼンの普及・実施のための戦略と施策が策

定され、TKU、SIDO、CBE の活動の指針として MIT により承認される。 

【指標 3-3】 CBE のカリキュラムにカイゼンが盛り込まれ、CBE の学生に対してカイゼン

の指導が実施される。 

 

活動 3-1 成果 2 の活動で選定されたパイロット企業に対するベースライン調査を実施

する。 

活動 3-2 パイロット企業におけるカイゼン導入の成果の測定を行い、カイゼン効果を評

価する。 

活動 3-3 プロジェクト対象州におけるカイゼンの普及・実施のための戦略と施策の策定

が行われる。 

活動 3-4 CBE がカリキュラムにカイゼンの指導を盛り込む。 

活動 3-5 CBE によるカイゼン指導を監督し、その結果をカリキュラムの改訂版に反映

させる。 

 

成果４：プロジェクト対象州において、製造業企業のカイゼンに対する認識度が向上する。 

【指標 4-1】プロジェクト対象州における聞き取り調査において、XX%の製造業企業がカ

イゼンを認識する。 

 

活動 4-1 プロジェクトの立ち上げイベントを開催する。 

活動 4-2 カイゼンに対する認知度を向上させるための活動を計画し、実施する。 

活動 4-3 プロジェクトの結果を発表し、共有するセミナーを開催する。 

 

３－２ 投入計画 

日本側、タンザニア側の投入は以下のとおり。 

 

（1）日本側（総額 3.6 億円） 

①専門家派遣 

- 総括/制度構築 

- 研修管理/セミナー管理 

- 品質・生産性向上（カイゼン指導） 
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- 業務調整/組織間調整 

②プロジェクト関係者を対象とした本邦及び/または第三国研修 

③機材供与（プロジェクト活動に必要な車両及び機材の供与） 

④専門家の現地活動費 

⑤研修及びセミナーの開催費（一部） 

⑥ローカルコンサルタント雇上費（一部） 

⑦研修用教材の印刷費 

 

（2）タンザニア 

①カウンターパートの配置 

・プロジェクトダイレクター（MIT 次官） 

・プロジェクトマネジャー（MIT 産業開発局長） 

・副プロジェクトマネジャー（TKU 課長、SIDO 長官、CBE 校長） 

・SIDO 担当者（技術開発・計画課長） 

・CBE 担当者（戦略計画課長） 

・MIT、SIDO、CBE 職員 

②必要な設備 

・MIT 内の専門家及び TKU 職員の執務室（家具等の設備含む） 

・カイゼン研修のための会場（SIDO の設備、CBE の教室など） 

③プロジェクト実施に必要となる基本的なデータ（地図や写真等含む）及び関連した情報 

④プロジェクト実施のため継続的に必要となる経費 

・カウンターパートの給与・手当 

・公共料金等プロジェクト実施のための基本的な経費 

⑤カウンターパートのタンザニア国内旅費 

⑥研修及びセミナー開催費（一部） 

⑦ローカルコンサルタント雇上費（一部） 

 

３－３ 合同調整委員会 

JICA、MIT の関係者などで構成する合同調整委員会（JCC）を設置する。JCC の機能は、①関

係組織間の調整、②年間活動計画の承認、③進捗管理、④モニタリング・評価、⑤問題・課題へ

の対応協議である。JCC は少なくとも年 1 回開催する。合同調整委員会は、表－13 の構成を想定

する。 
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表－13 合同調整委員会の構成 

議長 MIT 事務次官 

メンバー 

（タンザニア側） 

MIT 産業開発局長 

MIT 中小企業局長 

SIDO 事務局長 

CBE 校長 

TBS 代表 

タンザニア商工農業会議所代表 

タンザニア産業連合代表 

タンザニア民間セクター財団代表 

カウンターパート（必要に応じて） 

議長が指名する者（必要に応じて） 

（日本側） JICA 専門家 

JICA タンザニア事務所長 

JICA が指名する者（必要に応じて） 

 

３－４ プロジェクト実施にあたっての留意点 

（1）事業実施のための前提 

・適切な人員配置及び予算配分が行われ、MIT 内に TKU が設立される。 

・MIT、SIDO、CBE がカイゼンを製造業企業に移転するための十分な予算・人員を確保す

る。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

・十分な数の民間ビジネス開発コンサルタントが、カイゼンマスタートレーナー及びカイ

ゼントレーナーの研修に参加する。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・カイゼンに関するタンザニアの政策が劇的に変化しない。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・劇的な政治的・社会経済的変化が発生しない。 

・本事業において養成されたカイゼンマスタートレーナーが、継続的にカイゼントレーナ

ーの育成を行う。 

 

（5）その他 

・本事業では、成果１において策定するカイゼンの普及・実施のための方法論を用いて、

成果２の活動において将来的にカイゼントレーナーを育成する役割を担うカイゼンマス

タートレーナーが育成される。また、成果３の活動において、カイゼンの有効性が政府

関係者に認識され、カイゼンの普及・実施のための枠組みが策定されるとともに、関係

機関における実施体制が整備され、成果４の活動により製造業企業においてカイゼンに
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対する認知度が向上する。その結果、プロジェクト対象州において、製造業企業におけ

るカイゼン実施のための枠組み・方法論が確立され、その実施体制が整う。 

・カイゼンマスタートレーナー、カイゼントレーナー及びパイロット企業の選定基準は、

成果２の活動において検討され、プロジェクト開始後に開催される JCC において決定す

る予定。 

・現時点で特定していない目標値（指標）は、プロジェクト開始後のベースライン調査に

基づいて設定し、JCC において承認を得る予定。 

 

 



－37－ 

第４章 事前評価の結果 
 

４－１ 総括 

本プロジェクトは、タンザニアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致してお

り、計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

４－２ プロジェクト実施の妥当性 

以下に示す理由から、プロジェクト実施の妥当性は高いと考えられる。 

 

（1）対象国・社会のニーズ 

タンザニア経済は 2000 年代に入ってから順調に成長を続けている。過去 5 年間の経済成長

率は 6.0～7.4％である。しかし、1 人当たり国民総所得は 490USドルと、依然として低く、

貧困は期待するほど削減できていない。2007 年の家計調査によると、タンザニア本土の貧困

率は、2001 年の 35.7％から 2009 年の 34.0％へとわずかに改善されたにすぎない。 

労働人口の 8 割弱は農業に従事するが、GDP への貢献は 3 割にすぎず、成長速度は 3.2～

4.2％と鈍い。鉱工業部門の GDP 貢献度は 2 割強であるが、製造業に限ると 1 割弱である。

農産加工、ダイヤモンド、金、セメント、石油精製、製靴、繊維、木製品が主な産業である。

過去 5 年間の鉱工業部門の成長率は 7.0～9.5％、製造業に限ると 8.0～9.9％と、好調である。

製造業では食品加工が特に盛んであり、全体の生産高の 50％を占める。化学・プラスチック・

薬品・ガラス（17％）、セメント（6％）、紙・印刷（5％）、繊維（4％）が続く。タンザニ

アの所得向上と貧困削減には、農業生産性の向上と並んで、製造業の強化により労働力を吸

収して経済を発展させていくことが重要な課題になっている。 

製造業者の 97％は従業員数 9 名以下の企業であり、88％は従業員数 4 名以下の零細事業者

である。登記されていない事業者が多く、大半はインフォーマルセクターに属する。生産性

や製品品質が低く、競争力が弱い企業が多い。2008 年の調査によると、製造業者の平均稼働

率は 42％にすぎない。その要因には、インフラ整備、電力供給、製造技術、原材料供給、資

金へのアクセスが不十分・不安定であることに加えて、事業者の経営・管理能力が低いこと

が挙げられる。 

こうしたなか、タンザニア政府は中小企業振興公社を通じて、事業運営に必要な技術指導、

施設提供、少額融資を行うなどして、製造業の強化に取り組んでいる。基礎インフラ、産業

クラスター、金融支援制度の整備など、事業環境の改善にも努めている。しかし、企業の経

営指導については、十分な知識や経験をもった人材が不足しているため、満足に行うことが

できていない。本プロジェクトはこうした課題を踏まえて、カイゼンを製造業者に指導・普

及するための人材育成を行う。 

 

（2）開発計画との整合性 

第 2 章で説明したとおり、「タンザニア開発ビジョン 2025」は、タンザニアを 2025 年ま

でに中進国と同等な産業を有する準工業国とすることを目標にしている。NSGRP II は、製造

業の成長率を 2009 年の 8％から 2015 年までに 15％に伸ばすとしている。付加価値の高い農

産加工と中小企業の振興を重点的に行い、国内で製造された商品について、国内市場に加え
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て、東アフリカ共同体や南部アフリカ開発共同体、さらには世界市場での競争力を確立して

いく方針などを示している。FYDP は、タンザニアの製造・輸出構造を市場動向に合致した

形に変革することを目標に掲げ、自立的な産業化と輸出主導型成長を確立するための基礎を

築くことに重点を置く。製造業の発展のためには、農業開発と同調した産業振興を行うこと

が重要だと指摘している。FYDP には「カイゼン・マネジメント・セミナーの制度化」が計

画されている。 

IIDS は、2025 年までに製造業について、①平均年間成長率 15％を達成する、②GDP に占

める割合を 23％まで高める、③生産高 168 億 US ドルを達成する、④輸出高 67 億 US ドルを

達成することを目標に掲げている。IIDS のアクションプランには、タンザニア・カイゼン・

ユニット（TKU）を立ち上げて、「MIT のカイゼン」と、「カイゼン・マネジメント・セミ

ナーの制度化」を実施する計画が含まれている。MIT は、「2016 年 6 月までに 250 社がカイ

ゼンを実施する」という目標も設定している。 

本プロジェクトはこうしたタンザニア政府や MIT の政策と合致している。カイゼンの導

入・普及はタンザニア政府の優先施策に位置づけられており、政策目標として掲げられてい

る製造業の振興とタンザニア経済の発展に寄与する。本プロジェクトは政策の重点振興分野

である農産加工分野の製造業者をターゲットとする。 

 

（3）日本の援助政策との整合性 

現在策定中の新たな日本の対タンザニア事業展開計画では、産業開発を重点分野に加える

方針である。IIDS に沿って、成長の牽引役として期待される中小企業振興、製造業、農産加

工業分野を中心に支援していくことを検討している。本プロジェクトはこうした日本の援助

政策と合致しており、新対タンザニア事業展開計画では、重点分野「貧困削減に向けた経済

成長」の開発目標「産業開発」の協力プログラム「中小零細企業支援プログラム」に位置づ

けられる予定である。 

 

４－３ 類似案件の教訓と活用 

保健人材開発強化プロジェクトでは、病院に 5S を普及するには、はじめにモデルとなる優良

病院・病棟を育成すること、研修講師となるマスタートレーナーを養成すること、研修では成功

事例の現場を見せること、研修後は招集・巡回指導により定期的にフォローアップすることが効

果的であるとしている。指導者を徹底して養成することも重要である。政策研究大学院大学の繊

維･縫製分野の小企業・零細企業に対するカイゼン指導は、ケニアとタンザニアのトレーナーを養

成・活用し、事業者を会場に集めた座学研修と事業現場での指導により行われ、成果が得られた。

本プロジェクトは、こうした取り組みを参考にするとともに、エチオピア、ケニア、ザンビアで

のカイゼンに関する JICA 支援プロジェクトと情報交換を行いながら実施する。 

 

４－４ 今後の評価計画 

MIT と JICA 専門家は、共同で半期ごとにプロジェクト進捗報告書を作成する。JCC はプロジ

ェクトの進捗をモニタリングする。JICA と MIT は共同で、プロジェクトの中間時点で中間レビ

ュー、プロジェクト終了までの 6 カ月の間に終了時評価を実施する。必要に応じて、運営指導調

査と、プロジェクト終了 3 年後に事後調査を実施する。  
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第５章 団長所感 
 

今般の調査においては、MIT の水野専門家の多大なご支援をいただいて、タンザニア側（MIT、

SIDO、CBE）の本プロジェクトに関する準備状況・意向、ターゲットとなり得る産業（農産物加

工産業を含む農業関連製造業）や地域（ダルエスサラームに加え、ドドマ、モロゴロ）の状況確

認・特定等を集中的に行った。その結果、企業への指導も含む実務的なマスタートレーナー研修

や啓蒙等の実証活動を行って成果を出しつつ TKU を中心とした基盤固めを行い、タンザニア版

KAIZEN 普及のアプローチをまとめていくことを旨とするプロジェクトデザインを相当議論して

内容をほぼ固めた。残念ながら結果として、実施期間とスキームについては、本調査中の最終的

な合意に至らなかったが、TKU の設立をめどに 3 年間の技術協力プロジェクトを視野に入れて引

き続き検討することとなった。 

 

農業関連製造業をタンザニア・KAIZEN のスタートポイントとして対象とすることは早々にコ

ンセンサスとなり、ドドマのサンフラワーオイルクラスター、モロゴロの農産物加工向け金属・

機械加工クラスターは、組合のまとまりや理念、KAIZEN への関心や親和性の高さが確認され、

パイロットとして適切であることが認められるなど、需要側については見るべき成果も多かった。

他方、供給側たる MIT においては、中核となるとされる TKU が詳細計画の段階においても設立

されておらず、TOR も固まっていない状況にある。また、予算措置が極めて脆弱で、過度にドナ

ーに依存する体制、更にそれを当然とする姿勢が看過された。 

 

「KAIZEN」そのものは 5S をはじめとして、初期段階での目に見える成果は比較的出しやすい。

他方、KAIZEN 本来の主旨である持続的な改善を個々の企業が産み出していく状況・体制づくり

は容易なことではない。さらに、これを外部から働きかけて実施していく「KAIZEN 普及」は、

仕組みづくり、アプローチの検討・試行錯誤など、非常に骨の折れるプロセスである（今回、病

院及び電力セクターでの KAIZEN 導入の成果をヒアリングする機会があり、今後も参考とすべき

好例であることを確認したが、これらとの比較で、指揮命令系統下にない民間企業に対して

KAIZEN 普及を図ることは、容易でないプロセスであることを再認識した）。 

したがって、今回のフェーズでは（小さな成功事例は早期に確保することをねらいつつも）一

足飛びに企業に KAIZEN が普及していくことを過度に期待するより、しっかりした基盤づくりが

なされ、また試行錯誤の成果が早期にまとめられて、次の段階でこれを基に普及促進を行う土台

を築くことが重要であると考えられる。 

 

他方で、能力強化及び企業での成果発揚に 3 年間かけて技術協力プロジェクトとしてじっくり

取り組みたいという先方の非常に強い意向・コミットメントが再三確認されたことから、そのコ

ミットメントの体現として、TKU の TOR が策定されて TKU が早期に設置されることにより、技

術協力プロジェクトの実施を念頭に検討することができる状況となっていくことを期待する次第

である。今後とも引き続き、在タンザニア日本大使館をはじめ JICA タンザニア事務所、水野専

門家のモニタリングなど、ご支援をいただくことができれば、まことに幸いである。 
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事業事前評価表 
 

国際協力機構 産業開発・公共政策部 産業・貿易課 

１．案件名                                            

 国 名：タンザニア連合共和国 

 案件名：品質・生産性向上（カイゼン1）による製造業企業強化プロジェクト 
Project on Strengthening Manufacturing Enterprises through Quality and Productivity 
Improvement (KAIZEN)  

 

２．事業の背景と必要性                                     

（1）当該国における製造業セクターの現状と課題 

タンザニア連合共和国（以下、タンザニア）経済は 2000 年代に入ってから順調に成長を続

けており、2000 年以降実質 GDP 成長率は 7％前後を記録しているが、貧困率は 34.0％（2009

年暫定値）2と依然として高く、労働人口の 4 分の 3 が従事している農業セクターの成長が同

国の貧困削減の成否を左右している。しかし、農業セクター中心の経済では、成長が天候と

市場に左右されることから、同国の成長と貧困削減のためには、農業生産性向上による農業

セクターの成長とともに製造業セクターの発展が不可欠となっている。 

タンザニア製造業者の 97％は従業員数 10 名未満の小企業、88％は従業員数 5 人未満の零

細事業者であるが、中小零細製造業企業の多くは経営能力や製品の品質・生産性に課題を抱

えている。これに対し、タンザニア産業貿易省（Ministry of Industry and Trade：MIT）は中小

企業振興公社（Small Industries Development Organization：SIDO）を通じて、中小零細製造業

企業に対して事業運営に必要な技術・経営指導、施設提供を行っているほか、基礎インフラ、

産業クラスター、金融支援制度の整備など、事業環境の改善にも努めているが、質・量とも

に十分でなく、製造業セクターの発展のため、更なるビジネスサポートの機会を提供する必

要性が認識されている。わが国は、2008 年 1 月からタンザニアの MIT に産業政策アドバイ

ザーを派遣し、事業環境の整備、金融アクセスの向上を含む産業政策の立案・実施能力向上

の支援をしているが、日本の品質・生産性向上に係る経験を踏まえ、MIT は製造業者に対す

る品質・生産性向上の支援を強化するための協力をわが国に対して要請した。 

 

（2）当該国における製造業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

タンザニアの開発計画である「Tanzania Development Vision 2025」（1999 年）では、2025 年

までに「天候と市場に左右される農業中心の生産性の低い経済から近代的で生産性の高い準

工業化経済をめざす」としている。また、貧困削減戦略「成長と貧困削減のための国家戦略 II

（National Strategy for Growth and Reduction of Poverty II（スワヒリ語で MKUKUTA II））」（2010

年）及び「国家 5 カ年計画（National Five Year Development Plan (FYDP)）」（2011/12-2015/16）

は、製造業の成長率を 2009 年の 8.0％から、2015 年には 15%まで伸ばすことをめざすとして

いるほか、FYDP では、中小零細企業振興のためカイゼンの導入を明記している。さらに MIT

が策定した「統合産業開発戦略（Integrated Industrial Development Strategy 2025 : IIDS）」（2011

                                                        
1 「カイゼン」とは主に製造業の生産現場で行われている品質・生産性向上、コスト削減、納期順守を目的とした継続的な業
務見直し活動を指す。現場の作業者が中心となって知恵を出し合い、ボトムアップで問題解決を図っていく点が特徴。 

2 食料支出及び非食料支出を合算した最小費用法（Cost of Basic Needs Approach）に基づく貧困率。 

技プロ用 
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年）においては、産業発展のためのインフラ整備のほか、具体的に食用油、カシューナッツ、

果物、乳製品等の食品加工や皮革、軽工業、繊維製品等を重点的に支援していくことを明記

している。本事業の対象地域であるダルエスサラーム、モロゴロ、ドドマの 3 州においては、

当該産業のクラスターが所在しており、本事業を通じて政府関係者の能力強化とともに当該

クラスターに所在する中小零細企業の品質・生産性向上支援を行うことは、タンザニア国産

業政策の方向性と一致する。 

 

（3）製造業セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

2008 年の TICAD IV（第 4 回アフリカ開発会議）において採択された横浜行動計画では、

アフリカの民間セクター開発支援のため、必要に応じアジアにおける開発経験を踏まえ、産

業開発戦略の策定・実施の支援を行うほか、中小企業及び地域産業の開発支援の拡大をする

こととしている。また、わが国の「対タンザニア連合共和国 国別援助方針」（2012 年 6 月）

において、今後、IIDS の円滑な実施を支援していくことを定めており、特にカイゼンによる

製造業の中小零細企業の品質・生産性向上を支援することとしている。 

JICA はタンザニア国に対して、2008 年 1 月から MIT に産業開発アドバイザーを派遣し、

持続的発展を通じた貧困削減に向けて、民間セクター主導の経済成長、雇用創出を促進する

ため、IIDS の策定を支援してきた。また、タンザニアにおいて政策研究大学院大学が世界銀

行の日本開発政策･人材育成基金を活用して、繊維･縫製分野の小企業・零細企業に対してカ

イゼンを含む経営指導を行い、経営状況の短期的変化を計量経済手法により検証する実証研

究を行った。その結果、経営者に対する経営指導を行うことで生産効率が改善され、生産規

模の拡大が可能になることが示されている。 

 

（4）他の援助機関の対応 

タンザニアでは、1990 年代半ばより援助の効果的、効率的な実施のために援助協調が進め

られており、ドナーは開発パートナーグループ（Development Partner Group: DPG）と呼ばれ

るコミュニティを形成している。「民間セクター開発と貿易ワーキンググループ」には、カナ

ダ、デンマーク、英国、欧州連合、オランダ、スイス、スウェーデン、アメリカ、国際労働

機関、国連工業開発機関（UNIDO）、世銀が参加し、民間セクター開発・貿易分野における

効果的・効率的な支援の実施のため、知見の共有や意見交換を行っているほか、タンザニア

政府との政策対話を行っている。 

 

３．事業概要                                            

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、ダルエスサラーム、ドドマ、モロゴロの 3 州においてカイゼンの実施・普及の

ための枠組み3・方法論4を策定し、政府関係機関の人材育成やカイゼンの認知度向上のため

の取り組みにより、カイゼンの実施・普及を図り、もって、同地域におけるその枠組み・方

法論の継続的な実施に寄与するものである。また、将来的には全国的にカイゼンの取り組み

                                                        
3 カイゼン実施・普及のための戦略・施策、体制等。 
4 民間製造業企業に対してカイゼン指導を行うカイゼントレーナーの育成方法や民間製造業向けのカイゼン指導の内容・方法
等。人材育成のためのカリキュラム・教材、企業指導のためのガイドライン、ツール・マニュアルを含む。 
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が広がり、タンザニア国の中小零細企業を中心とした製造業の品質・生産性向上に貢献する。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

ダルエスサラーム州、ドドマ州、モロゴロ州 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

   ・MIT、SIDO、経営教育大学（College of Business Education：CBE）5の職員   

 ・本事業に参加する民間ビジネス開発コンサルタント6 

   ・本事業に参加する製造業企業（中小零細規模の企業を中心とする） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

   2012 年 9 月～2015 年 8 月を予定（計 36 カ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

  約 3.6 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

   ・MIT（タンザニア カイゼンユニット（Tanzania KAIZEN Unit：TKU）7） 

 ・SIDO 

 ・CBE 

 

（7）投入（インプット） 

1） 日本側 

   ①専門家派遣 

- 総括／制度構築 

- 研修管理／セミナー管理 

- 品質・生産性向上（カイゼン指導） 

- 業務調整／組織間調整 

   ②プロジェクト関係者を対象とした本邦及び／または第三国研修 

   ③機材供与（プロジェクト活動に必要な車両及び機材の供与） 

   ④専門家の現地活動費 

   ⑤研修及びセミナーの開催費（一部） 

   ⑥ローカルコンサルタント雇上費（一部） 

   ⑦研修用教材の印刷費 

 

2） タンザニア側 

                                                        
5 MIT 傘下の専門高等教育機関。学士課程のほか、短期研修や企業に対するコンサルティングサービスの提供を行っている。 
6 対象地域において広くカイゼンの実施・普及をはかるため、本事業においては、MIT、SIDO、CBE 職員のほか、民間ビジネ
ス開発コンサルタントに対しても技術移転を行い、カイゼンの実施・普及のための枠組みにおいて活用する。 

7 タンザニア国内におけるカイゼン実施・普及のために MIT 産業開発局内に設置された組織。MIT 職員のほか、SIDO や CBE
からの出向者により構成されている。 
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   ①カウンターパートの配置 

・プロジェクトダイレクター（MIT 次官） 

・プロジェクトマネージャー（MIT 産業開発局長） 

・副プロジェクトマネージャー（TKU 課長、SIDO 長官、CBE 校長） 

・SIDO 担当者（技術開発・計画課長） 

・CBE 担当者（戦略計画課長） 

・MIT、SIDO、CBE 職員 

   ②必要な設備 

・MIT 内の専門家及び TKU 職員の執務室（家具等の設備含む） 

・カイゼン研修のための会場（SIDO の設備、CBE の教室など） 

   ③プロジェクト実施に必要となる基本的なデータ（地図や写真等含む）及び関連した情報 

   ④プロジェクト実施のため継続的に必要となる経費 

・カウンターパートの給与・手当 

・公共料金等プロジェクト実施のための基本的な経費 

   ⑤カウンターパートのタンザニア国内旅費 

   ⑥研修及びセミナー開催費（一部） 

   ⑦ローカルコンサルタント雇上費（一部） 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類（A,B,C を記載）：C 

②カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年公

布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、

環境への望ましくない影響は最小限であると判断される。 

 

2) ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

   特になし 

 

3) その他 

   特になし 

 

（9）関連する援助活動 

1） わが国の援助活動 

2008 年 1 月から MIT に産業政策アドバイザーを派遣し、IIDS の策定や有望産業特定調

査などを支援している。本事業の実施においても、産業政策アドバイザーから現地の情報

等必要なアドバイスを得られることが期待される。 

さらに、タンザニアにおいて実施されている「保健人材開発強化プロジェクト」（2010

～14 年）において、全国の公立病院への 5S8（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）の普及

                                                        
8 「5S」は製造業等の現場において「整理」「整頓」「清掃」「清潔」「躾」を継続的に実践する活動であり、カイゼン実施のた
めの基盤づくりのための活動とされる。「5S」の実施により、現場の様々なムダが削減され、問題が可視化され、従業員の
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を支援しているほか、「効率的な送配電系統のための能力開発プロジェクト」（2009～14 年）

では、タンザニア電力公社職員に 5S を移転している。本事業の実施にあたり、同国にお

いてカイゼンの初歩である 5S の導入を行っている既存のプロジェクトの成果、活動を通

じて得られた教訓を活用する。 

 

2） 他ドナー等の援助活動 

世銀、英国は「民間セクター /中小零細企業競争力プログラム（Private Sector/MSME 

Competitiveness Programme）」を通じて、事業環境の整備やビジネス開発サービスの提供に

よる中小零細企業の競争力強化の支援を行っており、SIDO に対してもプログラムの一環

として企業経営等に関するビジネス開発サービスの提供を行っている。また、カナダ、英

国、スウェーデン、オランダ、デンマークが金融セクターの強化を目的としてタンザニア

中央銀行と協力して設立した「金融セクター強化基金（Financial Sector Deeping Trust）」を

通じて、中小零細企業の金融アクセス向上の支援を行っている。本事業の実施にあたって

は、当該プログラムとの情報共有等を図る。 

UNIDO は SIDO に対して女性起業家開発プログラム（ Women Entrepreneurship 

Development Programme）により、食品加工トレーニングの提供の支援を行っている。また、

韓国はダルエスサラームとモロゴロの両州に「農産加工研修兼生産センター」

（Agro-Processing Training-cum-Production Centers）を建設中であり、センター完成後には

施設が SIDO に引き渡される予定。両州においてカイゼンの研修を行う際には、この施設

を利用することが可能である。 

スイスの資金援助を受けた NGO である「農村生計開発カンパニー」（Rural Livelihood 

Development Company）は、ドドマ、モロゴロの両州を含む中央回廊 6 州において、農業

開発を支援しており、特にヒマワリ栽培とヒマワリ油の精製を重点的に支援している。ド

ドマ州でヒマワリ油生産企業にカイゼンを指導・普及を行う際には、対象企業の選定や活

動内容の調整などの面での連携を検討する。 

 

４．協力の枠組み                                          

（1）協力概要 

1） スーパーゴール：全国的にカイゼン実施の枠組み・方法論が活用され、製造業企業にお

いて品質・生産性が向上する。 

 

2） 上位目標：プロジェクト対象州において、製造業企業におけるカイゼン実施のための枠

組み・方法論が継続的に活用される。 

指標 1 プロジェクト対象州において、XX 人がカイゼンマスタートレーナーによるカ

イゼントレーナー研修を修了する9。 

指標 2 プロジェクト対象州において、XX 社の製造業企業がカイゼンを継続的に実施

する。 

                                                                                                                                                                                  
生産性向上への意識の向上が図られる。 

9 カイゼンマスタートレーナーは、カイゼンの普及において中心的な役割を担うことが期待されており、企業に対するカイゼ
ン指導を行うほか、企業へのカイゼン指導を行うカイゼントレーナーの育成を行う。 
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3） プロジェクト目標：プロジェクト対象州において、製造業企業におけるカイゼン実施の

ための枠組み・方法論が確立され、実施に移される。 

指標 1 製造業企業にカイゼンを導入するための枠組み・方法論が、TKU、SIDO、CBE

によるカイゼン普及の活動方針として、プロジェクト終了時に開催される合同調

整委員会（Joint Coordination Committee: JCC）において承認される。 

指標 2 カイゼンの普及・実施を継続的に進めるための TKU の組織体制が整備される。 

 

4） 成果及び活動 

成果１：プロジェクト対象州におけるカイゼン実施のための方法論が策定される。 

指標 1-1 製造業企業の診断、カイゼン指導実施のガイドラインやマニュアル・ツール

が作成される。 

指標 1-2 カイゼントレーナー育成のためのカリキュラムや教材、企業指導のためのマ

ニュアル等が作成される。 

活動 1-1  製造業企業におけるカイゼンのニーズと適用可能性を検討する。 

活動 1-2  官民のビジネス開発コンサルタントの能力評価を行う。 

活動 1-3  製造業企業に対するカイゼン指導の内容・方法等を検討し、企業指導のため

のガイドラインやマニュアル・ツール等を策定する。 

活動 1-4  カイゼントレーナー育成のためのカリキュラムや教材、企業指導のためのマ

ニュアル等を作成する。 

 

成果２：カイゼンマスタートレーナーがカイゼントレーナーを育成するために必要な能

力を習得し、カイゼントレーナーの育成を行う。また、カイゼンマスタートレ

ーナーの育成過程においてカイゼンの指導を受ける製造業企業（パイロット企

業）がカイゼンを実践できるようになる10。 

指標 2-1 XX 人のカイゼンマスタートレーナーが TKU による研修を修了する。 

指標 2-2 XX 社のパイロット企業がカイゼンマスタートレーナーによる指導を受け、カ

イゼンを実践する。 

活動 2-1  カイゼンマスタートレーナー、カイゼントレーナー、及びパイロット企業の

候補選定基準を設定する。 

活動 2-2  カイゼンマスタートレーナーの候補を TKU、SIDO、CBE の職員及び民間ビ

ジネス開発コンサルタントから選定する。 

活動 2-3  カイゼンマスタートレーナー育成のための座学研修を行う。 

活動 2-4  パイロット企業の選定を行う。 

活動 2-5  カイゼンマスタートレーナーの現場実習として、パイロット企業へのカイゼ

ン指導を行う。 

活動 2-6  カイゼントレーナーの候補を SIDO、CBE の職員及び民間ビジネス開発コン

サルタントから選定する。 

活動 2-7  カイゼンマスタートレーナーによるカイゼントレーナーへの指導を行う。 

                                                        
10 カイゼンマスタートレーナーの育成研修において、現場指導が行われるパイロット企業がカイゼン実施のモデル事業者とし

て育成されることを想定している。 
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成果３：プロジェクト対象州において、カイゼンの有効性が政府関係者に認識される。

また、カイゼン実施・普及のための枠組みが策定され、MIT（TKU）、SIDO、

CBE が枠組みを実施、発展させる体制が整備される。 

指標 3-1 カイゼン導入の効果の測定が行われ、その結果が JCC において政府関係者に周

知・認識される。 

指標 3-2 プロジェクト対象州におけるカイゼンの普及・実施のための戦略と施策が策定

され、TKU、SIDO、CBE の活動の指針として MIT により承認される。 

指標 3-3 CBE のカリキュラムにカイゼンが盛り込まれ、CBE の学生に対してカイゼンの

指導が実施される。 

活動 3-1  成果 2 の活動で選定されたパイロット企業に対するベースライン調査を実施

する。 

活動 3-2  パイロット企業におけるカイゼン導入の成果の測定を行い、カイゼン効果を

評価する。 

活動 3-3  プロジェクト対象州におけるカイゼンの普及・実施のための戦略と施策の策

定が行われる。 

活動 3-4  CBE がカリキュラムにカイゼンの指導を盛り込む。 

活動 3-5  CBE によるカイゼン指導を監督し、その結果をカリキュラムの改訂版に反映

させる。 

 

成果４：プロジェクト対象州において、製造業企業のカイゼンに対する認識度が向上す

る。 

指標 4-1 プロジェクト対象州における聞き取り調査において、XX%の製造業企業がカイ

ゼンを認識する。 

活動 4-1  プロジェクトの立ち上げイベントを開催する。 

活動 4-2  カイゼンに対する認知度を向上させるための活動を計画し、実施する。 

活動 4-3  プロジェクトの結果を発表し、共有するセミナーを開催する。 

 

5） プロジェクト実施上の留意点 

・本事業では、成果１において策定するカイゼンの普及・実施のための方法論を用いて、

成果２の活動において将来的にカイゼントレーナーを育成する役割を担うカイゼンマ

スタートレーナーが育成される。また、成果３の活動において、カイゼンの有効性が

政府関係者に認識され、カイゼンの普及・実施のための枠組みが策定されるとともに、

関係機関における実施体制が整備され、成果４の活動により製造業企業においてカイ

ゼンに対する認知度が向上する。その結果、プロジェクト対象州において、製造業企

業におけるカイゼン実施のための枠組み・方法論が確立され、その実施体制が整う。 

・カイゼンマスタートレーナー、カイゼントレーナー及びパイロット企業の選定基準は、

成果２の活動において検討され、プロジェクト開始後に開催される JCC において決定

する予定。 

・現時点で特定していない目標値（指標）は、プロジェクト開始後のベースライン調査

に基づいて設定し、JCC において承認を得る予定。 
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（2）その他インパクト 

本事業において確立された製造業におけるカイゼン実施のための枠組み・方法論が、プロ

ジェクト対象州において継続的に活用されることにより、IIDS の重点支援分野である食品加

工業や軽工業の品質・生産性向上に資することが期待される。また、将来的には全国的にカ

イゼン実施の枠組み・方法論が活用され、製造業セクターの品質・生産性が向上することに

より、MKUKUTA II 及び FYDP が目指す製造業セクターの成長率の向上に資することとなる。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提 

・適切な人員配置及び予算配分が行われ、MIT 内に TKU が設立される。 

・MIT、SIDO、CBE がカイゼンを製造業企業に移転するための十分な予算・人員を確保す

る。 

（2）成果達成のための外部条件 

・十分な数の民間ビジネス開発コンサルタントが、カイゼンマスタートレーナー及びカイ

ゼントレーナーの研修に参加する。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・カイゼンに関するタンザニアの政策が劇的に変化しない。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・劇的な政治的・社会経済的変化が発生しない。 

・本事業において養成されたカイゼンマスタートレーナーが、継続的にカイゼントレーナ

ーの育成を行う。 

 

６．評価結果                                            

本事業は、タンザニアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また

計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

 タンザニアにおいて実施されている「保健人材開発強化プロジェクト」（2010～14 年）では、

病院に 5S を普及するには、はじめにモデルとなる優良病院・病棟を育成すること、研修講師と

なるマスタートレーナーを養成すること、研修では成功事例の現場を見せること、研修後は招集・

巡回指導により定期的にフォローアップすることが効果的であるとしている。また、政策研究大

学院大学の繊維･縫製分野の小企業・零細企業に対するカイゼンを含む経営指導は、タンザニアの

トレーナーを養成・活用し、事業者を会場に集めた座学研修と事業現場での指導により行われ、

成果が得られた。 

本事業は、こうした取り組みを参考にするとともに、サブサハラ・アフリカ地域（エチオピア、

ケニア、ザンビア）における他のカイゼンに関する JICA 事業と情報交換を行いながら実施する。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

   ４．（１）のとおり。 



－75－ 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 カ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 カ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 

 



４．面談録 
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製造業生産能力強化計画（KAIZEN）詳細計画策定調査 

面談録 

1．日 時 2012 年 1 月 16 日（月） 11 時 30 分～12 時 30 分 

2．場 所 産業貿易省 

3．機関名 産業貿易省（MIT） 

4．先方対応者 

Eline S. Sikazwe (Director for Industry Development) 

Aristides R. Mbwasi (Senior Economist, Small and Medium Enterprises Department)

Edwin Paul Mhede (Economist, Industry Development Department) 

Patrick B. Marwa (Assistant Director for Industry Support and Promotion) 

水野由康（産業開発アドバイザー） 

5．当方出席者 
鹿子木基員（コンサルタント/中小零細企業診断） 

石坂浩史（コンサルタント/評価分析） 

6．面談内容 

＜先方発言要旨＞ 

 日本に要請したプロジェクトは、MIT にとって非常に重要。事務次官を含む、MIT 幹部の共通認識で

ある。 

 政策研究大学院大学（GRIPS）のカイゼンプロジェクトは非常によかった。参加企業の評判は大変よ

い。このときは縫製業者のみが対象だったが、他セクターにもカイゼンの取り組みを広げたい。タンザ

ニアの製造業にとって、経営・管理能力の向上は非常に重要である。こうした背景からプロジェクトを要

請した。 

 プロジェクトは産業開発局が調整役となる。同局の Mhede 氏が中心となって構想を練った。同氏は

2008 年から 2010 年まで日本に滞在し、カイゼンについて学んだ。その後、マレーシアで行われたカイ

ゼンの研修にも参加した。 

 ほかに、プロジェクトでは中小企業が主たる対象となるため、中小企業局の Mbwasi 氏もプロジェクトの

実務担当者として参加させる。今回の調査には、主にこの 2 名が対応して、計画をつくっていく。 

 プロジェクトはタンザニアの 5 カ年開発計画にも位置づけられている。計画委員会とも十分協議してい

る。 

 これまで、日本の対タンザニア支援には産業分野はほとんどなかったが、事業展開計画の改定で産業

分野も入ると聞いている。喜ばしく思う。 

 

1．日 時 2012 年 1 月 16 日（月） 14 時～15 時 30 分 

2．場 所 中小企業振興公社本部 

3．機関名 中小企業振興公社（SIDO） 

4．先方対応者 
Emmanuel T. Saiguran (Director for Technology Development and Planning) 

Happiness Mchomvu (WED-Coordinator) 

5．当方出席者 
鹿子木基員（コンサルタント/中小零細企業診断） 

石坂浩史（コンサルタント/評価分析） 
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6．面談内容 

＜先方発言要旨＞ 

 SIDO は中小企業を対象にしている。タンザニアの中小企業の製品品質、生産性、マインドセットに問

題がある。カイゼンでマインドセットを変え、生産性を向上し、製品品質を高めたいと考えている。 

 SIDO はタンザニア本土全 21 州に事務所を構えている。各州には 5～8 名の専門職員が配置されてい

る。組織全体で約 160 名の専門職員がいる。企業の要望に基づき、日々サービスを提供している。

SIDO の専門職員は、大卒以上の学歴をもつ。 

 SIDO 本部では局長 4 名、マネジャー15 名が幹部専門職員として在籍。本部にはほかに、30 名ほど技

術専門職員がいる。 

 SIDO 職員以外に、中小企業にサービスを提供している独立コンサルタントが 200 名程度いる。大多数

の専門分野は食品加工であり、中小事業者に研修を行っている。 

 要請プロジェクトでは、SIDO の専門職員を選抜して、講師養成研修（TOT）の講師を養成してもよいと

思う。ただし、カイゼンは SIDO 職員だけでは広げられない。だから、SIDO 職員に加えて、独立コンサ

ルタントも訓練すべきと思う。 

 日本でなくてもよいが、海外でのカイゼン適用による成功例を見せられるとよい。 

 カイゼン講師の認定は SIDO が行ってもよい。 

 タンザニア・カイゼン・ユニット（TKU）は方針を示すフォーカルポイントのような組織になるのではない

か。そうなると追加予算は必要ないと思う。TKU の役割はいろいろ考えられる。TKU は監督機関にな

り、SIDO をカイゼンについて高い専門性を有する機関として育てるというオプションもあると思う。 

 SIDO は TKU に人を出すか決めていない。現段階では判断できない。TKU の役割次第だと思う。必要

性があれば人を出す。 

 プロジェクトに参加する SIDO 職員は、製品品質や生産性にかかわる職員となる。州によって配置状況

は異なるが、21 州の①事業開発、②機械技術、③食品技術に関する専門職員が候補である。7 州に

は技術開発センターがあるが、その技術職員も対象にしたい。本部の職員についても、少なくとも 5 名

は対象としたい。 

 カイゼンのモデルとして、SIDO の技術開発センターや模範民間企業を選定できるとよい。 

＜ドナー支援の概要＞ 

 コモンウェルス事務局（Commonwealth Secretariat）は食品加工研修の支援実績があり、現在は天然繊

維の特定・開発を支援している。 

 国際貿易センター（International Trade Center）は、ACCESS(ACCESS! for African Businesswomen in 

International Trade)というプロジェクトを通じて、女性の国際貿易参入のための研修実施を支援してい

る。  

 UNIDO は 1993 年から女性企業家精神開発プログラム（Women Entrepreneurship Development 

Programme）の実施支援を通じて、女性による食品加工ビジネスを促進した。現在は SIDO の一部署と

なっている WED（Women Entrepreneurship Development）の設置につながった。WED は各種ドナープ

ロジェクトの実施機関にもなっている。 

 ILO は蜂蜜ビジネスの向上を支援した実績がある。 
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 世銀は Tanzania Gatsby Trust を通じて、女性企業家向けのグラントを出した実績がある。 

 IFAD はバリューチェーンアプローチによる特定産品振興を支援している〔Rural Micro, Small and 

Medium Enterprise Support Programme (MUVI)〕。SIDO が実施機関となり、ヒマワリ油、キャッサバ、

革、柑橘類を対象に、6 州で 7 年間実施する。 

 FAO は短期コンサルタントを派遣した実績がある。 

 KOICA は農産品加工業者の能力強化を支援。研修兼生産センターの設立と研修実施を支援。センタ

ーはダルエスサラームとモロゴロの 2 カ所に建設中。（Agro-Processing Training-cum-production 

Centers） 

 EU は女性の国際貿易参入を支援するための研修実施を支援。 

 DｆID は企業家精神に関する短期コンサルタントを派遣。 

 英国 NGO である Tools for Self Reliance は農機具製造者など、農業に必要な資機材と関係する能力

強化を長期的に支援している。支援規模は小さいが、息の長い活動を行っているので、SIDO として同

NGO との関係を重視している。 

 

1．日 時 2012 年 1 月 1７日（火） 9 時 30 分～11 時 

2．場 所 経営教育大学ダルエスサラームキャンパス 

3．機関名 経営教育大学（CBE） 

4．先方対応者 Paul Jeconiah Ondiek (Manager for Strategic Planning) 

5．当方出席者 
鹿子木基員（コンサルタント/中小零細企業診断） 

石坂浩史（コンサルタント/評価分析） 

6．面談内容 

＜先方発言要旨＞ 

 TKU への人の配置はまだ決まっていない。いつまでに必要なのか知りたい。少なくとも 1 名は出す。

TKU への派遣は出向の形をとる。所属は CBE に残る。 

 要請プロジェクトには、最低でも 5 名の教員を参加させたい。プロジェクトを通じて、修士号を保持する

教員に博士号を取得させたい。適任者はたくさんいるので、参加対象者が足りないという心配はない。

 CBE ではカイゼンのスペシャリスト教員を養成して、学生の教育を行いたい。CBE の卒業生は年間

3,000 名いるので、インパクトは大きい。 

 CBE と MIT はプロジェクトに関して、3 回ほど会議をもっている。各学科長の関心は高く、CBE のプロ

ジェクトに対する意欲は強い。 

 CBE の経営計画では、国際連携の強化をうたっている。これまでに実績として、CBE はオランダの

Maastricht School of Management が実施する企業家精神に関するプロジェクトの受益者となっている

が、これをきっかけにパートナーシップを築きたいと考えている。今回要請のプロジェクトでも、日本の

教育・研究機関とパートナーシップを結びたいと考えている。 

 CBE は教育、研究、コンサルティングを行うという点で SIDO と違う。特に学生教育を行っていることは、

カイゼン普及のうえで強みである。 

 プロジェクトのインパクトとして、CBE が既存の教育コースにカイゼンを組み込む、あるいはカイゼンを
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取り入れた新たなコースを設定することが想定できる。現在のカリキュラムにはカイゼンは入っていな

い。 

 CBE にはカリキュラム編成ユニットがある。そこでカリキュラムを見直す際、日本人専門家がいてくれる

と助かる。ただし、その前に教員にカイゼンを理解させる必要がある。 

 CBEのコンサルティングは大きく、①企業からのリクエストで始まるケース、②CBE主催のワークショップ

がきっかけとなって依頼されるケースがある。コンサルティングには目標やノルマがあるわけでなく、教

育など他業務に支障のない範囲で教員が取り組んでいる。 

 これまでに、NUFFIC（Netherlands Organisation for International Cooperation in Higher Education）の

支援を受け、カリキュラムのレビューを行ったことがあるが、他にドナー支援はない。 

 CBE の入試倍率は 2.5 倍近い。新卒の受験が圧倒的に多い（70％以上）。ダルエスサラーム、ドドマ、

ムワンザの 3 キャンパスで、常時 1 万名以上の学生がいる。コースは、①1 年の Certificate、②2 年の

Diploma、③3 年の Degree がある。 

 

1．日 時 2012 年 1 月 1７日（火） 11 時 30 分～12 時 

2．場 所 ホリデーインホテル 

3．機関名 産業貿易省（MIT） 

4．先方対応者 Edwin Paul Mhede (Economist, Industry Development Department) 

5．当方出席者 石坂浩史（コンサルタント/評価分析） 

6．面談内容 

＜先方発言要旨＞ 

 タンザニアでは、消費者は国産品を避ける傾向にある。それは品質が低いからだ。品質向上が必要で

ある。そのためには、事業者のマインドセットを変える必要がある。工場管理、在庫管理、従業員管理、

品質管理などを変えていかなければならない。社会主義時代は、市場はなく、すべて政府がやるという

考えが強かった。それではダメで、民間主体の開発を進めなければならない。こうしたマインドセットの

変化が必要。国の発展には、産業開発が必要不可欠である。 

 要請プロジェクトに関係する政策文書は、Sustainable Industries Development Policy SIDP (1996-2020

年)、National Trade Policy（2002 年制定）、Small and Medium Enterprise Development Policy （2002

年 制 定 ） 、 Integrated Industrial Development Strategy 2025 （ IIDS ） 、 MIT の Strategic Plan 

2011/12-2015/16 である。 

 SIDP では、製造業者の能力強化をうたっている。品質改善を目標の 1 つにしているが、プロジェクトは

そこに貢献する。 

 Strategic Plan には「少なくとも 250 社がカイゼンの訓練を受ける」という記述がある。Strategic Plan は

MIT が財務省に予算を要求するうえで必要な文書である。 

 産業部門の最新統計情報は Annual Survey of Industrial Production and Performance, 2008 である。 

 企業規模の定義は SME Policy にある。従業員数と資本で決まる。従業員数については、マイクロは 1

～4 名、スモールは 5～49 名、ミディアムは 50～99 名、ラージは 100 名以上。SME Policy の対象はミ

ディアムまで。2008 年の調査では、大企業は 202 社、中小企業は 5,514 社あった。 
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 TKU は legal unit とせず、functional unit とする予定。TKU に配置する人員は出向として、所属は変え

ない。人件費は出向元の機関が引き続き負担する。legal unit とするには多くの手続きを要するのでし

ない。 

 TKU には、少なくとも MIT から 2 名、SIDO から 1 名、CBE から 1 名は派遣したいと考えている。MIT

については、産業開発局と中小企業局から少なくとも 1 名ずつ配置する予定。支援スタッフは別途配

置予定。 

 TKU は来年度が始まるまで、遅くとも 2012 年 6 月までに設置する。既に執務スペースについて検討を

進めている。ただし、プロジェクトの内容が決まり、専門家の数などがわからないと最終決定できない。 

 TKU の役割は調整業務。具体的役割として、カイゼン啓発、プロジェクト結果の政策反映などが考えら

れる。TKU の TOR については、ドラフトを作成済み。 

 CBE はプロジェクト結果を活用して、カリキュラムの改編・新設を行うことのほか、政策提言を行うことが

期待される。 

 カイゼン講師の認定は TKU がやるべき。 

 カイゼン講師の養成は、プロジェクト実施中は日本人専門家、終了後は TKU、CBE、SIDO の職員が

担うべき。 

 タンザニア側プロジェクト予算は、1 年目は 6 万 US ドルを見込んでいる。現在、MIT では来年度予算

要求の作業を進めている。カイゼンは優先活動とする方針なので、金額については確定的なことは言

えないが、なにがしかの予算が来年度の経常予算に計上されることは確かだ。 

 GRIPS カイゼンプロジェクトでは、縫製業者を対象にした。母集団は 113 名で、①53 名は座学とオンサ

イト指導、②25 名はオンサイト指導のみ、③25 名は座学のみ、④残りは指導なしという研究デザインだ

った。指導前のベースラインと指導後の効果を調べている。ベースラインでは、事業者は消費者の嗜

好に関心がないこと、事業の将来計画をもっていないことなど、さまざまな問題が明らかになった。座学

は 1 カ月間、実質的には 24 日間×3.5 時間実施した。出席率は 85％以上だった。講師はケニアのコ

ンサルタントのワイタカ氏。ほかに、中産連のムラタ・ノリユキ氏が、18 日間かけて、タンザニアのコンサ

ルタントのナムシフ氏を講師に養成した。 

 

1．日 時 2012 年 1 月 1７日（火） 13 時 30 分～14 時 30 分 

2．場 所 セレナホテル 

3．機関名 国連工業開発機関（UNIDO） 

4．先方対応者 

Andrea Antonelli (Programme Officer) 

Brian McCrohan (Junior International Consultant on Industrial Policy and 

Institutional Capacity Building) 

5．当方出席者 
鹿子木基員（コンサルタント/中小零細企業診断） 

石坂浩史（コンサルタント/評価分析） 

6．面談内容 

＜先方発言要旨＞ 

 タンザニアの UN 各機関は、共通の 4 年間の援助計画である United Nations Development Assistance 
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Plan（UNDAP）に基づき支援を行う。UNIDO はこれと整合性のある年間計画を策定・実行している。

UNIDO は、タンザニア政府とドナーによる経済成長ワーキンググループのメンバーである。UNIDO の

支援には 3 つの主要コンポーネントがある。 

 1 つ目は産業政策と統計である。産業統計について、MIT、統計局、タンザニア産業連合の能力強化

を図っている（Industrial policy support programme）。成果として、3 者が協力して年報を出せるようにな

ったことが挙げられる。2008 年版は発行済みで、今後、毎年公表していく予定。まずは統計手法を教

えたが、これからは分析能力の向上を図っていく。 

 2 つ目は中小製造企業の競争力強化である。食品加工と農産物加工を重点としている。投資促進、南

南貿易促進などを行っている。“Industrial Upgrading and Modernizing”では、包装の改善を主要課題

として、中規模事業者 10～15 社を支援している。“Africa Agribusiness Agro-industry Development 

Initiative（3ADI）”では、カシューナッツ、食肉加工、革に関する事業を営む小規模事業者をターゲット

として、機材供与と研修を行っている。 

 3 つ目はエネルギー効率化である。省エネと廃棄物を活用した再生可能エネルギーの利用を促進して

いる。リサイクルも促進している。機材供与と研修を行っている。 

 事業者の能力強化は、政府機関の能力強化を通じて行うようにしている。SIDO のやる気は評価する。

実行段階では困難もある。州によって能力にばらつきがある。 

 MIT も意欲的な組織である。しかし、実行面では苦労が多いようだ。人材不足と他機関との調整の難し

さが原因である。 

 

1．日 時 2012 年 1 月 1７日（火） 15 時 30 分～17 時 

2．場 所 韓国国際協力団 

3．機関名 韓国国際協力団（KOICA） 

4．先方対応者 Holywater S.S. Oh, Resident Representative 

5．当方出席者 
鹿子木基員（コンサルタント/中小零細企業診断） 

石坂浩史（コンサルタント/評価分析） 

6．面談内容 

＜先方発言要旨＞ 

 農産物加工については、農業省と MIT で重複がみられる。JICA プロジェクトが農産物加工を対象にす

るなら、農業省の同分野を所管する部署にも話を聞きに行くとよい。 

 KOICA はダルエスサラーム、モロゴロ、ザンジバルで食品加工を支援するプロジェクトを実施中

（Agro-Processing Training-cum-production Centers）。案件の要請元はザンジバル農業省と SIDO の

2 つ。 

 当初、ザンジバル農業省から、包装技術の改善に対する支援要請があった。協議のなかで、マンゴ加

工が取り上げられ、収穫後ロスが 40％にも及ぶということが分かった。課題は、マンゴ生産ではなく、ロ

ス低減にあることが明らかになった。 

 その後、本土農業省と協議を行っていたが、その最中に SIDO から支援要請があった。SIDO の視点は

他機関と異なり、中小企業振興の立場から食品加工を支援したいとのことであった。 
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 結局、1 つのプロジェクトで、①SIDO をカウンターパートとしてダルエスサラームとモロゴロ、②ザンジバ

ル農業省をカウンターパートとしてザンジバルに研修・生産センターを建設することになった。SIDO は

タンガも要請に含めていたが、産業の中心が重工業なので対象から外した。 

 SIDO は企業家精神を育てることを目標にしていて、既に研修カリキュラムをもっていた。プロジェクト

は、研修に参加すれば、包装、マーケティングも含めて、食品加工のスキルがつくという構想である。

KOICA は、専門家を派遣して、今回のプロジェクト向けの研修カリキュラムの作成も支援した。センタ

ーが完成したら研修を始める。そこに韓国から包装技術などの専門家を派遣することを考えている。 

 SIDO は 1998 年から約 10 年間、UNIDO の支援を受けて施設整備を行った。そうした設備は老朽化し

ているので、KOICA の支援で更新したいと考えたようだ。とはいえ、古い施設も使い続けるようだ。ダル

エスサラームについては、SIDO のサイト（Dar es Salaam Regional Extension Office と同じ敷地）に新セ

ンターを建設中である。 

 モロゴロについては、物流拠点であること、農業地域であることが選定理由である。 

 ザンジバルはちょっと事情が異なり、マーケティングはやらない。加工技術に焦点を当てた支援となっ

ている。島なので、企業振興は難しい。対象は企業というより、村民（villagers）である。 

 ①ダルエスサラームではジュース、ワイン、ベーカリー、蜂蜜、クローブ、②モロゴロでは果物、ジャム、

ベーカリー、食肉加工、③ザンジバルではクローブ、ピクルス、キャッサバ、ジャムをターゲットとしてい

る。加工の最終工程（finishing function）は、ダルエスサラームのセンターにのみ設置する。 

 プロジェクトは 2010 年には完了する予定だった。ところが、センターの建設が遅れている。設計と施工

を 1 つの契約で行うことにしたが、それが間違いだった。タンザニアには、そうした能力がある企業が少

なく、今回の受注企業は設計能力が著しく低く、設計が KOICA 本部に認められず、なかなか着工に

至らなかった。現在、工事の進捗率は 80％。3 月までには完成する予定。 

 SIDO と、このプロジェクトの結果として生産される最終製品の扱いについて議論があった。製品の販売

を促進するために、別な資金でダルエスサラームにショールームをつくることになった。 

 

1．日 時 2012 年 1 月 18 日（水） 10 時 30 分～11 時 30 分 

2．場 所 Best Animal Feeds Ltd. 

P.O.Box 34343, Dar es Salaam, Telephone:+255 732 997811, FAX: 0732892577 

Cell: 0713 370707, Email: Lishobora@bestanimalfeed.com 

http://www.bestanimalfeed.com 

3．機関名 Best Animal Feed Ltd., Tumsifu Stephen(Owner's name) 

4．先方対応者 Mr. Gasper Naftali (Secretary) 

5．当方出席者 

 

MIT: Edwin Paul Mhede 

石坂浩史（コンサルタント/評価分析） 

鹿子木基員（コンサルタント/中小零細企業診断） 

6．面談内容 

 Best Animal Feed 社は、MBA の優秀な経営者が率いる動物飼料のメーカーである。案内した MIT の

Mhede によれば、経営者にアポして訪問したとのことだったが、出先から戻れないということで会えなか
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